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要約：本研究の課題は、台湾ファウンドリ企業（主に TSMC、一部 UMC を念頭に置く）

の技術能力、具体的には、①柔軟・高効率の生産システムの構築、および②プロセス（関

連）技術の開発について、筆者自身の面談記録や『公司年報』のような原資料を活用し、

その詳細に踏み込むことである。

既存研究では、1990 年代以降、台湾ファウンドリ（特に TSMC）が先発企業との技術

ギャップを急速に埋めていったのは、半導体製造装置の大モジュール化・標準化が進ん

だことを背景に、こうした歩留まりが高く加工時間が短い最先端装置を積極的に導入し

たことによるところが多く、しかも、その資金的負担は台湾の投資優遇制度によりかな

りの程度軽減されたということが指摘されている。

本研究は、それを重要な要因と認めつつも、その後の台湾ファウンドリ（特に TSMC）

の持続的発展については、技術能力構築の独自の取組みがあったことを明らかにする。

即ち、プラットフォーム戦略による多品種少量生産への対応、工場の自動化・ICT 管理

の活用、その前提の装置・ツール等の標準化推進、日常的な改善、経験・ノウハウの全

社的共有の仕組み、研究開発と量産部門の連携による迅速なプロセス量産立ち上げなど

である。また、プロセス関連技術でも、先端ロジックの 1～3 年ごとの世代交代実現、

システム LSI 向けのロジック以外の特殊プロセス拡充、近年の後工程・実装分野への進

出と先端トランジスタ研究の実施などがある。しかもこれらの取組みが、専業ファウン

ドリというビジネスモデルの要請に沿って、技術的潮流の変化を踏まえつつ高度化する

顧客ニーズを満たすために、全体最適化を考慮して進められてきたことを明らかにする。

なお、技術能力の分析に際しては、藤本隆宏教授の「能力構築競争」の枠組みを参考

にしそれを簡略化した形で、「表層の優位性」（生産性・品質・コスト管理や技術開発力、

オペレーション能力のレベルの高さを反映すると思われる表面に表れた事象）と「優位

性の土台」（表層の優位性の背後でそれを支える活動や仕組み、それに影響する事業戦

略やビジネスモデル）の 2 層から整理した。

キーワード：台湾半導体産業、ファウンドリ、技術能力、生産システム、プロセス技術、

TSMC、UMC
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台湾半導体ファウンドリの技術能力の研究

－生産システム構築とプロセス技術開発について－
岸本 千佳司

1 はじめに：課題と分析視角

台湾半導体産業は、1990 年代以降顕在化した「設計と製造の分業」のトレンドに乗じ

て、垂直分業体制、とりわけファブレス（設計専門企業）とファウンドリ（ウェハプロ

セス受託製造企業）の分業・協業モデルを構築し、次第にプレゼンスを高め、世界有数

の地位を獲得した。とりわけ専業のファウンドリ・ビジネスは台湾の TSMC（Taiwan

Semiconductor Manufacturing Company、台灣積體電路製造）（1987 年創業）が世界で初め

て打ち出したものであり、同社および台湾ファウンドリ二番手の UMC（United

Microelectronics Corporation、聯華電子）を主力とする台湾企業は、全体として世界のフ

ァウンドリ市場の約 7 割のシェア（2013 年）を占めるに至っている。専業ファウンドリ

（以下、特に必要のない限り単に「ファウンドリ」と記す）は当初、低コストが武器の

下請けビジネスと軽く見られていたが、そのリーダー格である TSMC は、近年では Intel、

Samsung と並び世界の最大手半導体メーカーの一角を占めている。本研究は、台湾ファ

ウンドリ企業の台頭を支えた技術能力、具体的には、柔軟・高効率の生産システムとプ

ロセス（および関連）技術の開発について、その優位性とそれを背後で支える活動や仕

組み、ビジネスモデルに踏み込んで分析することが目的である。

台湾ファウンドリの技術的キャッチアップの経緯については、立本・藤本・富田（2009）

が参考になる。同論文の説明を要約するなら、先ず、1990 年代後半に設備投資の巨額化

が生じた。これは、微細化進展に伴い個別工程間の相互依存度が高まり、それに対応し

て工程間調整を装置メーカー側が相当程度担当する形で複数装置の統合化・大モジュー

ル化が進んだためである。このことが後発組の台湾ファウンドリの台頭に道を拓いた。

即ち、従来は個々の小モジュール装置間のインテグレーションを半導体メーカー自身が

行う必要があったが、これ以降、大モジュール装置を購入すれば、半導体メーカー側に

高度な調整ノウハウがなくとも工程能力を確保できるようになったのである。大モジュ

ール装置を提供するメーカーが成長した背景には、共同研究開発コンソーシアムの「セ

マテック（SEMATECH）」（1987 年設立）1 による装置間インターフェイスのグローバ

ル標準化の推進があった。大モジュール化した複合装置は高価格であったが、台湾ファ

ウンドリ企業は、台湾税制上の優遇措置の後押しもあり、たとえ高価でも信頼性や生産

性で優るこうした装置を積極的に導入し、その操業ノウハウを蓄積していった。他方、

1 SEMATECH（Semiconductor Manufacturing Technology）は、米国半導体工業会や民間半導体メ

ーカー、国防総省などの協力による半導体製造技術の研究開発のためのコンソーシアムである

（1987 年設立）。その目的は 1980 年代に凋落しかかった米国半導体産業の競争力回復である。



2

キャッシュフローが不足していた日本企業は、なまじインテグレーション能力が高かっ

たこともあり、既存装置の延命化で対応し、プロセス・フローの複雑化、生産効率や良

品率の低下に繋がり、競争力を落としていく一因となる。

付言すると、立本・藤本・富田（2009）の研究は、半導体産業での工程アーキテクチ

ャの変化という観点からなされている。即ち、プロセス装置の大モジュール化は、「も

ともとは微細化に起因する工程アーキテクチャのインテグラル化傾向に対する設備面

での対応策であったが、結果としては、逆に半導体企業（設備ユーザー）にとっての工

程設計のモジュラー化をもたらすことになる」（同, p.233）という。そして、工程間イン

テグレーション能力が不足していた台湾企業はその技術トレンドに乗り、インテグレー

ション能力が高かった日本企業はかえってそれに乗り遅れ、この判断の違いが後の事業

成長の差となったという説明である。

こうしたトレンドの中で、台湾ファウンドリの代表格である TSMC が採った戦略は、

最先端装置の早期大量導入であった。この目的は、顧客にとって魅力ある生産ラインを

実現することに加え、なるべく早期に導入することで償却を加速しコスト競争力のある

生産ラインを確保すること、そして、最先端プロセスと既存世代プロセスとの間にデザ

インルール互換性を早期に確立することである。ところで、TSMC が急成長する中、2000

年前後からプロセス微細化がこれ以上進むと、デザインルールを明確に定義することが

困難になる可能性が指摘され、ファブレス－ファウンドリ分業モデルが行き詰まる事態

が危惧されていた。ICの高集積化の更なる進展により設計と製造の分離が困難となり、

擦り合せ型アーキテクチャと相性の良い垂直統合型企業（integrated device manufacturer：

IDM）に再び有利に働くようになるという予想がなされたのである。これに対して、

TSMC は次の 2 つの方法でファウンドリ・ビジネスの持続性確保に向けた努力を逸早く

敢行し、現在にまで至る優位性の基盤を築くこととなる。第 1 に、同社は有力装置メー

カーと関係を強化し、最先端プロセス装置を積極的・大々的に導入した。装置メーカー

は自社の先端技術を装置に組み込みそれを後押しした。第 2 に、2000 年頃からプラッ

トフォーム・ビジネスへ着手した。即ち、TSMC は IP コア開発業者（IP とは intellectual

property、設計資産のこと）や EDA（electronic design automation）ツールベンダーとアラ

イアンスを組み、同社プロセスルールをプラットフォームとする回路ライブラリ整備を

含む設計支援の包括的サービスを顧客（IC 設計企業等）へ提供することで、複雑化する

設計環境の中でも顧客が容易に作業を進められるようにした。結果として TSMC への

発注を増やし顧客を繋ぎとめるような仕組みを構築していったのである（以上、立本・

藤本・富田, 2009 を主に参考にした）。

以上の説明によると、台湾ファウンドリ、とりわけ TSMC が先発企業との技術ギャ

ップを急速に埋めていったのは、歩留まりが高く加工時間が短い最先端装置を積極的に

導入したことによるところが多く、しかも、その資金的負担は台湾の投資優遇制度によ

りかなりの程度軽減されたということである。投資優遇制度に関して、台湾半導体産業
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の台頭は、国レベルのトータル・ビジネスコストの政策の勝利であるという指摘がある。

即ち、小川（2014, 第 4 章）によれば、トータル・ビジネスコストの政策とは、税の優

遇政策（法人税の無税期間制度、設備投資額に応じた投資税額控除制度）や減価償却期

間に対する柔軟な政策（償却期間を非常に短くし、さらに償却の開始時期や償却期間も

個々の企業に任せた）のことであり、こうした制度の後押しのなかった日本企業を尻目

に、台湾（アジア）企業は短期間のうちに大規模投資を行って利益獲得を狙う事業戦略

を実施していったのだという。台湾（アジア）企業の急速な技術的キヤッチアップにつ

いても、最先端の装置を購入すればマスク枚数も少なくて済み、歩留まりも大幅に改善

されるのは当然とし、日本は技術で負けたというよりもビジネス制度設計で負けたと指

摘する。

台湾ファウンドリの台頭のもう 1 つの要因は、プラットフォーム・ビジネスによる顧

客への設計支援を含めた包括的サービスの提供にあると思われるが、これについても先

行研究がある。先ず、伊藤（2004）は、TSMC の歴史や業績推移に加え、同社の競争優

位として、技術ポートフォリオ優位（様々なプロセスのニーズに応える幅広い技術力）、

顧客への素早いサポート、他の専業企業とのアライアンスによる半導体製造全体をカバ

ーするサービスの提供に言及している。またファウンドリ・ビジネスが合理性を持つ土

台として、フレキシブルな専門企業間アライアンスの強み、自社の知的所有権公開（設

計ライブラリ、製造プロセスの公開）と設計支援企業（IP や設計ライブラリのプロバイ

ダー）とのアライアンスを通じたファブレスによるイノベーションの促進、顧客の増殖

による不確実性の低下といった点について分析している。次に、荘（2010）は、TSMC

のファウンドリ・ビジネスモデルについて焦点を当て、その特徴として、設計と製造の

インターフェイス管理（設計サービス）、情報技術によるシステムの整合、アライアン

スによるサービスの補完の 3 点を指摘する。また、ファウンドリ・ビジネスモデルの価

値創造の原理として、顧客ニーズへの一致、製造段階の共有による「規模の経済」の発

揮、IP の重複利用とライブラリによる「範囲の経済」の達成、共通の設計ツールと試作

サービスによる「速度の経済」の提供、およびバーチャル組織による「集中化と外部化

の経済」の享受の 5 つをあげている。

以上、既存研究に依拠しながら、1990 年代以降の台湾ファウンドリの急速な台頭と

技術的キャッチアップの基本的メカニズム、およびプラットフォーム・ビジネス成功の

理由について概観した。筆者もこうした背景説明に基本的に同意するが、台湾ファウン

ドリの技術能力については、より踏み込んだ分析が必要であり、本研究の課題もここに

ある。即ち、装置の標準化・大モジュール化の趨勢および（国のビジネス制度上の後押

しにより）最先端製造装置の大々的導入が可能であったことが台湾企業にとって追い風

になったことは確かであろうが、（立本・藤本・富田論文もおそらくは認識しているで

あろうように）最先端の製造装置を使いこなすには半導体メーカー側にもそれに向けた

技術・ノウハウの蓄積が不可欠である。また微細化の進展に追随するためには先端プロ
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セスの開発へも継続的に取り組む必要がある。装置の大モジュール化による「工程設計

のモジュラー化」傾向も、微細化の進展と技術的難易度の上昇に伴い変容する可能性も

ある。加えて、プラットフォーム・ビジネスは、その後次第に進化し、設計支援から製

造（前工程だけでなく、後工程の一部も含む）までを総合的に請け負うビジネスモデル

となっている。これを支える技術・人材基盤（例えば、自社の設計エンジニアを使った

高度な設計支援、多品種少量生産に対応できる生産ラインの運営ノウハウなど）の構築

も鋭意進めて来ているはずである。

実際 TSMC は、ファウンドリ業界のリーダーとして、年々少なからぬ研究開発（R&D：

research and development）投資を続けている。2 研究開発投資の内容について、TSMC の

Jack Sun 氏（研究発展副総経理、2009 年当時）によれば、詳細は非公開だが、「設計」

と「プロセス」および「生産技術」の 3 つに分かれるという（Sun, 2009）。これはおそ

らく、①プロセスデザインキットやセルライブラリー、EDA ツール等の設計支援のた

めの技術の開発、②先端ロジックやその他の特殊プロセス技術の開発、③多品種少量生

産や歩留まり、コスト管理面などに関する柔軟・高効率な生産システム構築に関わる投

資、を其々指すものと思われる。半導体産業において研究開発というと、狭義には②の

プロセス技術の開発を指すことが多いようだが、台湾（アジア）企業の台頭（および日

本企業の凋落）を扱った文献（上述の立本・藤本・富田論文、小川論文、あるいは湯之

上, 2009 など）では、技術力の内容として、信頼性（歩留まり）や生産性、コスト、ス

ループットといった指標を主に念頭に置いていると思われ、これは基本的に③の生産シ

ステムの領域と看做せる。本研究では、この 2 つを其々検討する。①の設計関連につい

ては、TSMC が具体的にどのような設計支援サービスを提供しており、そのために EDA

ツールベンダーや IP プロバイダー等の専門企業とどのようにパートナーシップを構築

してきたかを見る方が分かりやすく、他の研究に委ねたい（例えば、上述の伊藤論文や

荘論文、あるいは岸本, 2015 の第 3 節を参照せよ）。

本研究では、②と③を合わせて技術能力と呼ぶことにするが、これを探究することは、

藤本（2003）で指摘された「能力構築」の領域に踏み込むこととなるだろう。即ち、同

書では、企業の競争力を収益性とそれに直結する「表層の競争力」（価格、知覚された

製品内容や納期など顧客が直接観察できるもの）、および「深層の競争力」（生産性、生

産・開発リードタイム、適合品質など表層の競争力を背後で支え、企業の組織能力と直

接的に結びついている指標）と最深部の「組織能力」（組織ルーチンの体系）に分け、

後者の深層レベルでの競争を「能力構築競争」と呼ぶ（同, p.41）（図 1）。そして、深層

の競争力を強化するには、例えば工場なら「作業組織、工程のレイアウト、設備設計、

2 例えば、TSMC の研究開発支出は 2001 年の 106.5 億台湾元（約 3.0 億米ドル）から 2014 年の

558.1 億台湾元（約 17.6 億米ドル）へと年々着実に増加している。その間、研究開発支出の純

売上高に対する比率は、年ごとに変動があるが、4.7～8.5％の間で推移している（TSMC, 各年

版 a より計算）。
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工程管理の方法、作業設計と作業配分の方法、賃金体系、動機づけの方法など、もの造

りの組織能力全般にわたる改善をおこなわねばならない」（同, p.44）という。具体的に

は、日本の自動車企業の「もの造りの組織能力」の特徴を製品開発、生産、および購買

の 3 側面から分析する。即ち、製品開発面では、早期・迅速かつ統合的な問題解決の仕

組み（重量級プロジェクトマネジャー、サイマルエンジニアリング、多能的技術者によ

る少数精鋭チーム、試作・金型・治工具製作の迅速性と品質の確保、部品・素材メーカ

ーの開発参加など）である。生産面では、生産性向上と生産リードタイム短縮、製造品

質（適合品質）確保、および生産現場の改善能力向上に向けた仕組み（ジャストインタ

イム、かんばん方式、自働化、ポカヨケ、自主検査、自主保全、5S 、TQC、TPM、現

場管理層などによる標準改訂など）を指す。購買の面では、調達先企業の高レベルの生

産性・生産スピード・品質などの実現に資する企業間関係の仕組み（長期継続取引、少

数サプライヤー間の競争による能力構築促進、関連した作業の一括外注など）が言及さ

れる（同, 第 4 章）。

図 1 藤本隆宏教授の「もの造りの組織能力とパフォーマンス」

出所）藤本（2003）p.41 より引用。

筆者としては、こうした枠組みに沿って台湾ファウンドリの技術能力を分析すること

が理想だが、海外企業に対する詳しい調査の実施可能性、3 半導体製造装置の性能およ

び生産工程の外面からの可視性などの点から、情報収集には大きな制約がある。表層の

競争力でさえ、個別企業（例えば、TSMC）に関して複数の指標に沿った信頼のおける

データを包括的に収集するのは簡単なことではなく、ましてや複数企業について同様の

3 筆者の見聞した限りでは、とりわけ TSMC は、顧客機密や先端技術情報の漏えい回避のため

にか訪問調査に対して警戒心が強い印象である（工場外観の写真撮影ですら警備員から注意を

受けた）。他方で、世界中に顧客を持つファウンドリ業界リーダーとして、株主等に対する説明

責任を重視する姿勢もあり、HP、企業年報、財務報告等の記述は充実している。

その他の環境要因

深層の

競争力

表層の

競争力

利益

パフォーマンス

組織ルーチンの
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生産リードタイム

適合品質

開発リードタイム

価格

納期

製品内容の訴求力

広告内容の訴求力

組織能力

能力構築競争の対象領域
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ことを行い厳密かつ体系的な比較分析をするのは（例えば、TSMC と日本の代表的半導

体メーカーの間の比較）かなりの困難が予想される。深層の競争力についてはなおさら

である。そこで、藤本教授の枠組みを修正・簡略化し、以下のように課題を限定する。

分析対象としては、上述のように、柔軟・高効率な生産システム構築、およびプロセス

（関連）技術開発の 2 つに焦点を絞る。これは、ファウンドリはプロセスと生産能力（お

よびそれに付随する各種サービス）そのものが売り物であるため、製品開発面と生産面

といった区分よりも、技術能力の種類・分野に沿って区分するほうが適切と思われるか

らである。

図 2 技術能力についての筆者の枠組み

出所）筆者作成。

分析の方法としては、先ずこの其々について、「表層の優位性」を挙げる。これは、

生産性・品質・コスト管理や技術開発力、オペレーション能力のレベルの高さを反映す

ると思われる表面に表れた事象で、例えば、生産システムの柔軟性、歩留まりや稼働率

の高さなど、プロセス開発についてならば、先端プロセスの世代交代を 2～3 年ごとに

順調に実現してきていること、顧客ニーズに対応し先端ロジック以外の特殊プロセスも

拡充していることなどを指す。これは、藤本教授の「表層の競争力」、および「深層の

競争力」の一部に相当するだろう。ただし優位性を示す指標や正確な数値は、必ずしも

体系的に提示することは出来ず、代わりに、業界で認定されているような常識、断片的

なデータ、具体的な事象に関わる日本企業との対比などを、筆者自身の訪問調査や既存

文献・資料から引用することでサポートする。次に、「優位性の土台」、即ち、この表層

の優位性の背後にある活動や仕組み、それに影響する事業戦略やビジネスモデルを見て

いく。これは、藤本教授の「深層の競争力」の一部、および「組織能力」と大まかには

重なるだろう。ここでも、「作業組織、工程のレイアウト、設備設計、工程管理の方法、

作業設計と作業配分の方法、賃金体系、動機づけの方法」といった体系的で精密な分析

は困難で、ある特徴的な側面を解説するにとどまる。なお、「優位性の土台」の中に事

業戦略やビジネスモデルを含めたのは、同じ半導体企業でも、基本的に自社製品の設計・

製造・販売を一括して行う IDM と他社製品の製造（特にウェハプロセス）請負に特化

【優位性の土台】

背後にある活動や仕組み，それ

に影響する事業戦略やビジネス

モデル

【表層の優位性】

生産性・品質・コスト管理や技術開

発力，オペレーション能力のレベル

の高さを反映すると思われる表面に

表れた事象
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したファウンドリではこの点が大きく異なり、これが技術能力発展の方向性に相当の影

響を与える可能性を考慮したためである（図 2）。

このように限定的な形ではあるが、台湾ファウンドリの技術能力についてのまとまっ

た分析は、筆者の知る限り、ほとんど見当たらないため、その先駆としての意義はある

だろう。既存研究でこれに関連するものは、上に引用した文献以外では、例えば、朝元

（2014, 第 1 章）は、TSMC の誕生の歴史的経緯、TSMC の技術力、企業理念と競争力

の源泉および企業戦略（SWOT 分析等）について言及し、同社の企業戦略について包括

的な分析を試みている。ただし、技術力についての記述は、TSMC の技術開発の成果を

技術用語そのままに羅列しているだけで、その内容・種類について体系だった解説はな

されていない。呉（2005）は、TSMC と UMC の事例から、生産プロセスとナレッジ・

マネジメントに踏み込みその競争優位の背景を分析しており、本研究にとっても、特に

柔軟・高効率な生産システム構築に関しては参考になる。田村（2013）は、ファウンド

リによる次世代技術開発と新たなネットワーク構築が企業間関係の変化を促すことを

指摘し、近年の TSMC と顧客である有力 IDM（Intel、ルネサス）との間のアライアンス

の事例研究を通して、双方にとっての戦略的効果を分析している。技術能力構築におけ

るアライアンス活用の側面について参考になる。調査報告書的なものとして、交流協会

（2015）の中で TSMC が取り上げられている。研究開発の動向について、製品・技術概

況、設計、プロセス、フォトマスク、テスティング、パッケージングなどに分類し、過

去数年～10 年ほどの具体的成果を表にまとめ、若干の解説を加えている。また、特許情

報の整理を通して、日本の東芝、ルネサスとの比較を交えつつ、同社の技術動向を分析

しようとしている。ただし、技術の内容や特徴、企業競争力にとっての意味については

説明が少なく難解である。特許の分析も、世界主要国（台湾、日本、米国、欧州、中国、

韓国、インド）での出願状況の概説が主で、その面での参考にはなるが、TSMC の技術

能力の優位性に関する理解にはあまり資さない。

中国語文献では、伍（2006）が TSMC のまとまった研究である。同社の成長と企業戦

略の変遷、生産能力拡充、顧客との関係、国内外競合との経営比較、大陸進出状況など

に目配りし大変参考になるが、技術力については、主に（当時の）先端プロセス開発に

関する国内外競合との競争状況の解説にとどまっており、技術能力の表層・深層の理解

に資するまとまった分析はない。なお、TSMC は、かなり詳細な『公司年報（Annual

Report）』（TSMC, 各年版 a）や『營運報告（Business Overview）』（公司年報の要約版。

一部、独自の記述がある）（TSMC, 各年版 b）を毎年作成し、過去 10 年以上分を HP で

公開している（中国版の他に英語版もある）。その中の研究開発成果を紹介した部分は、

技術用語が多く難解ではあるが参考になる（筆者の知る限り、同社の技術開発成果につ

いて、容易に入手できるまとまった形の資料はこれしかない）。

最後に、本稿では、半導体業界アナリストやジャーナリストによる報道・解説を多く

引用している。これらは学術的分析ではなく、大半は業界人向けに技術や業界の現況を
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知らせるための記事で、素人には分かり難く、また内容も特殊なものが多いが、丁寧に

読み込めば具体的な事実関係を知る上で参考になる。本稿での現況解説については、出

来るだけ本稿執筆時点での最新情報を参照するよう努力したが、情報はやがて陳腐化す

るであろう。しかし、本稿の目的は、経営学的な視点を踏まえ、半導体技術の各分野の

内容や進化の方向性・課題に関する基礎的理解を確認した上で、台湾ファウンドリによ

る技術能力構築の取り組みの内容とその背景要因を分析することであり、業界アナリス

トやジャーナリストとは異なる課題を有していることは言うまでもなかろう。

本稿では、こうした既存文献・資料に加え、筆者自身による台湾および日本での半導

体企業・業界関係者・専門家への面談調査の記録も活用する（参考文献欄末の「インタ

ビュー記録」参照）。

以下では、先ず第 2 節で、台湾ファウンドリの生産システムに注目し、多数の顧客を

相手に多品種少量生産を実現する柔軟性、生産システムの全体最適化とノウハウの共有、

および品質・生産性・コストへの姿勢について分析する。また生産システムの担い手で

あるエンジニアとオペレータの動向についても言及する。第 3 節は、TSMC のプロセス

（および関連する）技術の開発について、先端ロジック・プロセス、特殊プロセス、配

線／パッケージ、先進トランジスタの 4 分野に分け、各分野の技術の内容と進歩の基本

的方向性を概観し、当該分野における TSMC の取り組みを解説する。第 4 節はディス

カッションとまとめで、以上の記述を、上述の分析枠組みに沿った形で整理する。これ

により TSMC の技術能力の表層に表れた優位性と背後でそれを支える優位性の土台に

関わる面を明らかにする。

2 柔軟かつ高効率な生産システムの構築

TSMC は、2000 年代初めから設計支援から製造までを総合的に請け負うビジネスモ

デルを本格的に立ち上げ、年々拡充していった。これにより多数の顧客よりの受注によ

る規模の経済と稼働率向上そして高収益を実現し、これを最先端プロセス技術開発と高

価な先端装置導入へ継続的に投資することでその優位性を揺るぎないものとしていっ

た。ただし、この戦略の実現には、多様な製品ニーズへコストを抑えつつ、限られた生

産ラインで対応する柔軟性と高効率性の実現、および不断の改善が必要である。本節で

は、柔軟で効率的な生産ラインの詳細とそれを支える仕組みについて検討する。なお、

以下の記述は、主に TSMC を念頭に置くが、台湾ファウンドリ二番手の UMC に関する

情報も多く参考にしている。4 両社は長年相互学習しており、また品質・納期・コスト

に関する顧客ニーズの基本線は同様であるため、生産ライン改善の工夫では類似点が多

4 以下、台湾ファウンドリの生産システムについての解説は、特に引用ソースを明示してない

限り、TSMC および UMC の HP や『公司年報』、および筆者自身による両社での面談から得ら

れた情報によっている（参考文献欄末の「インタビュー記録」参照）。
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いとみられるからである。5

2.1 多品種少量生産への対応

TSMC は顧客の多様なニーズに対応するためにプラットフォーム戦略を導入してい

る。石原（2005）によると、同社のプラットフォーム・ソリューションには、①「Core

Technology、Services and IP」（汎用品ロジック・プロセス等）、②「Enabling Technology、

Services and IP」（フラッシュメモリ、ミックスド・シグナル／高周波、高電圧などの特

殊プロセス）、③「Application/Customer Specific Technology、Services and IP」（種々の特

殊なアプリケーション、技術ニーズ、IP）の 3 つのレベルがあり、其々で設計に必要な

要素が全て揃っている。また e-Foundry（電子化サービス）、CyberShuttle（試作サービス）、

フォトマスク製造などのサービスも整備されている。これにより顧客の特定仕様のアプ

リケーションやカスタム化の要求に対応する。加えて、プロセス世代の新旧により大別

して「Advanced Technology Platform」と「Mainstream Technology Platform」の 2 つのテク

ノロジー・プラットフォームを用意している。前者は、その時点での先端的なプロセス

世代を中心とし、後者は成熟した世代であり、顧客との擦り合わせの度合いで違いがあ

る。6 この 2 つのテクノロジー・プラットフォームと上述の 3 レベルのソリューション

のマトリックスで、顧客の様々なニーズをサポートする（石原, 2005）。これに対応する

ため、TSMC のプロセス技術の開発は、①CMOS ロジックを中心に、メモリやアナログ

等の特殊プロセスに拡大する、および②各技術でプロセス世代を進化させる、という 2

方向に進展している（図 3。第 3 節で詳説）。TSMC のライバルである UMC も類似のサ

ービスを「SoC ソリューション」として提供している（温, 2006 参照）。なお、SoC（system-

on-a-chip）とは、ある電子機器・システムの動作に必要な機能のすべて（あるいはまと

まった部分）を、1 つの半導体チップに実装する方式であり、システム LSI とほぼ同義

である。7 TSMC や UMC の製品の多くは複数のロジック回路や特殊プロセスを混載し

5 これに対して、プロセス技術は企業ごとに大きく異なる。例えば、顧客が TSMC から UMC

にオーダーを移す場合（あるいは、その逆の場合）、多大な努力を払いデザインをやり直す必要

がある。Qualcomm のような大手ファブレスは、複数のファウンドリに発注しリスク分散する

が、それには相当のコストとリードタイムを伴うという（umc-ir-3）。
6 具体的な内容は、時期により変化する。石原（2005）では、Advanced Technology Platform で

は 0.13μm、90nm、65nm が中心で、Mainstream Technology Platform は 0.15μm、0.18μm、

0.25μm、0.35μm、0.5μm が中心とある（2004 年 12 月時点の区分）。より最近（2013 年 12 月 4

日）の筆者による TSMC での面談では、「簡単言えば、前者は 12 インチウェハ・プロセス技

術、後者は 8 および 6 インチウェハ・プロセス技術である。ただし例外もあり、12 インチ技術

の一部は（例えば、90nm は 12 インチウェハ工場で作っているが）Advanced Technology には含

めない」のだという（tsmc-ir-2）。
7 従来は樹脂基板上に複数のチップを乗せて配線接続する形をとっていたが、SoC ではそれを

統合し 1 チップとして提供する。これは半導体製造技術の進歩により、集積度が極度に向上し

たため可能になったのである。ロジック IC を核に、マイクロプロセッサ、各種のコントローラ

回路やメモリなどを統合したチップが多く、携帯電話やデジタル TV など特定の用途向けであ
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た SoC の形で提供される。

図 3 TSMC のプロセス技術と世代のバリエーション（2013 年時点）

注）色付き部分は利用可能、斜線部分は開発中。

出所）TSMC（各年版 b）の 2013 年版、p.11 より。

表 1 TSMC 各工場のデータ

注）2014 年時点の数値。ただし、技術数、顧客数、製品数は 2012 年時点の数値。Fab 10 は中国上海、Fab

11 は米国ワシントン州（WaferTech）、他は国内に位置する。

出所）場所～プロセスは、ITRI-IEK（2014）p.2-12 より、そして技術数、顧客数、製品数、およびその合計

は、TSMC 会社説明資料（2013 年 12 月 6 日付）より作成。

る。システム LSI とほぼ同義だが、厳密には、システム LSI には、SiP（system-in-a-package）

も含まれる。SiP は SoC のように複数の機能をはじめから 1 枚のチップに作り込むのではな

く、別々に作られた複数のチップを配線等で繋いでひとまとめにパッケージし、見かけ上 1 つ

のチップのようにしたものである。

10nm

16nm

20nm

28nm

40nm

65/55nm

90/80nm

0.13/0.11μm

0.18/0.15μm

0.25μm

0.35μm

>0.5μm

MEMS
Embedded

Flash
Analog RF

CMOS

Logic

Image

Sensor

Embedded

DRAM
High

Voltage

BCD-

Power IC

場所
操業開
始年

最大生産能力
（万枚/月）

ウェハ口径
（インチ）

プロセス
（μm）

技術数 顧客数 製品数

Fab 2 新竹 1990 9.4 6 0.50 29 105 1,490

Fab 3 新竹 1995 10.0 8 0.18 66 190 1,422

Fab 5 新竹 1997 5.0 8 0.18 18 35 164

Fab 6 台南 1999 14.3 8 0.13 39 148 664

Fab 8 新竹 1998 9.2 8 0.13 39 157 1,176

Fab 10 中国 2004 11.0 8 0.18 29 134 627

Fab 11 米国 1998 3.8 8 0.18 25 47 528

Fab 12 新竹 2002 13.0 12 0.028 44 121 1,125

Fab 14 台南 2004 20.0 12 0.028 36 143 1,239

Fab 15 台中 2012 10.0 12 0.020 3 9 39

合計 179 453 8,312
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2012 年時点のデータでは、TSMC は 453 社の顧客に対して、179 種の技術を使い 8,312

種の半導体製品を提供している。TSMC には 10 ヵ所の工場があるが、各々の基本デー

タは表 1 に示された通りである。179 種の技術とは、図 3 の横軸にあるような CMOS ロ

ジック、アナログ、MEMS（微小電気機械システム）、イメージセンサー等の技術に縦

軸の世代数を掛け合わせ、さらに幾つかのオプションを加味した数であるという。

工場での実際の運営はどうかというと、TSMC の工場（FAB12A、新竹科学園区内）

における筆者の訪問調査によれば以下のようである。即ち、12 インチウェハ対応の新

鋭工場（FAB12、FAB14、FAB15。GIGAFAB と呼ばれる）はほぼ完全に自動化されてい

る。そこでは、多品種少量生産への対応は、「1 つの generic（一般的、包括的）なプロ

セスがあり、顧客のニーズで調整するだけ」だという。例えば、プロセス（この場合は、

工程フローの意と思われる）が 1,000 ステップに分けられるとして、顧客のニーズによ

り中間のレシピの選択や全体のステップ数に多少の違いがあるが、何れにせよコンピュ

ータで制御するので「特別複雑でもなく、特に秘密もない」とのことであった。ウェハ

プロセス工場内（クリーンルーム内）は、成膜、リソグラフィ、エッチング、不純物添

加、ウェット処理、CMP（化学機械研磨）、熱処理などの工程ごとのエリアに分かれて

おり、「天井搬送」（天井に張り巡らせた小型のモノレールのような搬送機で運ぶ手法）

によりシリコンウェハの入ったカセット（通常 1 カセット 25 枚入り）が搬送され加工

される。1 つのカセット内のウェハは同じ製品で、カセットごとに振られた ID ナンバ

ーが特定のプロセス・フローにリンクしている。各装置で処理される際は、製品が異な

ればレシピを切り替える必要があるが、装置のメモリにレシピが多数記憶され、コンピ

ュータ制御で管理される（tsmc-ir-3）。

一般的には、1 つの生産ラインでの多品種少量生産は複雑性が高く困難であり、TSMC

がこれを効率よく実施できるのは、長年に亘るノウハウの蓄積と ICT 技術による最適

化・自動化に加え、常に市場ニーズへの適応を心がけている結果であろう。TSMC の工

場幹部は、日本との比較で次のように言う。「日本メーカーのプロセスは相対的に柔軟

性が低く、カスタム化に対応しにくい。ただし、現在、モバイル製品が主流の時代で、

変化が多い。日本の FAB の動きはそれほど速くない。この点では、我々は日本より積

極的である。加えて、我々は残業を厭わない」（tsmc-ir-3）。

なお、同社の各工場が全てのプロセスを実施出来る訳ではなく、特別なプロセスは

其々一部の工場でのみ取り扱っている場合がある。例えば、MEMS については、比較的

旧式のプロセスを使用するため Fab2 と Fab 3 で取り扱っている。6 インチと 8 インチの

ロジック用生産設備に何台か特別な装置を付け足し、こうした特殊な応用製品の製造に

使う（三宅, 2008）。第 3 節で詳説するが、TSMC の研究開発経費の全てが最先端ロジッ

クの微細加工技術の開発に向けられている訳ではなく、一部は、埋め込みメモリや

CMOS イメージセンサー、MEMS 等の派生・特殊技術にも向けられている。図 3 から

分かるように、微細化の世代で特殊技術は先端 CMOS ロジックより 2～3 世代（以上）
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前のプロセスが使用されるので、旧式となったロジック・プロセス用ラインがベースと

なる。8

旧式工場の温存は特殊プロセスへの対応という面だけでなく、利益獲得の面でも重要

である。即ち、「TSMC は、枯れた非先端領域での製造受託で利益を出し、その資金で

先端領域の設備投資を行うポートフォリオ戦略をとり、同業他社を圧倒する売上と利益

を確保している」（立本・藤本・富田, 2009, p.231）。また、減価償却が十分に済んだ旧世

代設備は強いコスト競争力をもち、不況期に稼働率を低下させても利益を生み出すこと

が出来るのだという（同, p.244）。9

ちなみに、製品ミックスに関して、かつて日本半導体メーカーの戦略は以下の様であ

った。即ち、先ずテクノロジー・ドライバであった汎用品（メモリ）に積極的に投資し、

先行者利益を確保する。その後、同じ生産ラインで多品種少量品を製造する。そのライ

ンは既に最先端ではなくなっているが、メモリ以外の大半の用途には十分である。そし

て、多品種少量品は一般的に大きな利益をあげにくいが、汎用品（メモリ）での先行者

利益確保により、全体としては利益を得られ、生産ラインの償却も出来る。ただし、こ

の戦略は、メモリ事業を切り離した後では実施困難となる（西村, 2014, pp.61-62）。これ

との対比で言えば、TSMC の戦略は、はじめから多品種少量生産を中心としながらも、

設備の減価償却と利益の確保が十分可能であり（減価償却期間を柔軟に決められる制度

上の利点もある）、さらに旧式ラインの温存・活用で一層の利益を上げるというもので

ある。プロセス技術の種類・世代の拡充、柔軟性の向上に向けた取り組みは、この戦略

と密接に連動していると言える。

2.2 生産システムの全体最適化とノウハウの共有

上述のように、近年では実際の工場の運営は ICT 技術の活用により高度に自動化さ

れている。こうしたトレンドは 1990 年代以降、米国を源流に世界に普及したものであ

り、ここでその経緯を解説する。

半導体分野で一旦日本との競争に敗れた米国は、1990 年代前半までに、「オープン・

オブジェクト指向型 MES（manufacturing execution system）」と呼ばれる、生産システム

の不確実性に対する柔軟性を飛躍的に高める技術を開発した。MES とは、生産現場の

8 この他、旧式ラインの特殊プロセスへの活用事例として、CMOS イメージセンサーは、0.18μm、

0.25/0.35μm のロジック・テクノロジーをベースに特殊なプロセスを追加することで実現してい

る（石原, 2005）。また、現在、ロジック IC の製造はもっぱら 300mm（12 インチ）ウェハが主流

で、一部 200mm（8 インチ）ウェハが用いられている程度だが、アナログ混載などでは 150mm

（6 インチ）ウェハへの需要もまだ根強く、GaAs（ヒ化ガリウム）の基板では 100mm（4 イン

チ）ウェハのものも多い、と指摘される（大原, 2014d）。
9 2002 年当時、TSMC 会長のモリス・チャン氏へのインタビュー記事には、「ここ数年、我々

は設備投資を慎重に進めてきました。損益分岐点は設備稼働率 40％台がメドです。現在は多少

上昇しましたが、それでも 50％前後でしょう。他のどの会社よりも低い。だから景気の悪い時

期にもいくらかの収益を上げられます」とある（チャン, 2002, p.96）。
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状況を監視し高精度のリアルタイムの情報を刻々と伝達し全体最適化を図るソフトウ

ェアで、より少ない仕掛在庫、より少ないサイクルタイム、より高い納期遵守率を実現

するものである。従来 MES は半導体メーカー各社が自社専用で開発・使用していたが、

オープン・オブジェクト指向型 MES は、分散システムのもとで複数の装置同士がデー

タをやりとりし様々な要求を自動的に交通整理するプログラム・アーキテクチャを持つ。

また頻繁に利用される共通部分のみをソフトウェアの核とし、従来型の MES の諸機能

や新たに必要となる機能を自己完結型のサブシステムとして核に追加できるようにな

り、これまで分散して蓄積されていたノウハウ・知識を結集することに成功した。1993

年に登場したこの技術は、米国大手メーカーのみならず、TSMC のようなアジア企業に

も積極的に導入されて、これらのメーカーの効率は飛躍的に向上した。これによるサイ

クルタイムの大幅な削減には、実は、トヨタ生産方式のプル型生産（実需に基づく受注

生産）のアイディアが活かされているという。

他方、日本メーカーは、こうした技術を備え完全自動化された新世代工場（200mm ウ

ェハ対応工場）の導入で遅れがちとなり競争力を失っていくことになる。これには日米

半導体協定（1986～1995 年）による足枷などの様々な理由があるが、根本的には、従来

のプッシュ型生産（実需に基づかない見込生産）から十分脱却できず、こうした新しい

設計思想への認識不足があった。そしてその背景には、管理会計システムの後進性と産

業構造上の制約があったという。即ち、前者は、原価発生状況を全社レベルから工場レ

ベルまでブレークダウンし、工場内でラインバランスの乱れにより作り過ぎや不足が生

じた際、それがウェハ 1 枚の単価にどの程度のコスト増をもたらすかを速やかに的確に

把握できていないことを指す。これは後者、即ち、半導体メーカーが総合電機メーカー

の 1 部門であることにより助長された。10 日本メーカーは、こうした「生産状況の見え

る化」と「原価発生状況の見える化」において米国有力メーカーはおろか TSMC や

Samsung のようなアジア後発企業にも遅れを取り、競争力を地盤沈下させていく一因と

なった（以上の記述は、主に、中馬, 2010 に依拠している）。

その後、半導体工場の自動化は年々進歩し、工場内のウェハ搬送、プロセスデータの

集中管理、フィードバックやフィードフォーワードが可能となり、11 ロット管理、工程

管理から、生産と在庫の管理、生産・受注計画にいたるまで「コンピュータ統合生産

（computer integrated manufacturing：CIM）」システムによってコントロールされる方向

に進んだ。上述のような米国で始まった半導体製造装置のハードウェアおよびソフトウ

ェアのインターフェイスの標準化は、この流れと連動している（前田, 1999, p.97, p.211）。

10 総合電機メーカーを主導するシステム（最終製品）部門にとっては製造原価の大半は変動費

であり、間接費が大半を占める半導体部門に合わせて、間接費を製品原価に配賦するような原

価計算方式を苦労して導入するインセンティブが少なかったという（中馬, 2010, pp.204-206）。
11 フィードバックは、制御した出力の結果を入力側に戻し目標値と比較して次の制御へ役立て

ようとする方式で、他方、フィードフォーワードは、出力に変動を起こさせるような外乱を予

測し前もって打ち消してしまう制御方式である。
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日本メーカーにおいてもこうした完全自動システムの導入は実施されたが、台湾ファウ

ンドリのような後発メーカーの方が、新たな技術潮流に乗じてより積極的に生産システ

ムの高度化と急速な技術進歩を実現していったとみられる。例えば、TSMC では、既に

1998 年に「バーチャル・ファブ」事業の確立がその年の主要課題の 1 つとして挙げられ

ている。これは、コンピュータ上で技術開発から量産工場までを全てシミュレートでき

る技術であり、顧客としてファブレスに加え IDM からの受注をも視野に入れたもので

ある。即ち、生産ラインを有している IDM よりも低コスト・短期間で製造するシステ

ムの構築により事業拡大を目指しているのである（望月, 1998）。

これに関連する取り組みを、既存資料および筆者自身の TSMC と UMC での面談から

知りえた範囲内で、具体的に紹介すると以下のようなことがある。

・ TSMC の「GIGAFAB」と呼ばれる 12 インチウェハ対応新鋭工場（FAB12、FAB14、

FAB15）では、生産ラインはほぼ完全に自動化され、クリーンルームから離れた生

産管理センターで精密にコンピュータ制御されている。クリーンルーム内にいるの

は、予防保全技術者などごく一握りの人員のみである（tsmc-ir-2、tsmc-ir-3）。

GIBAFAB は、中小型工場と比べると当初の投資金額が大きい反面、完全自動化と規

模の経済によりチップ当たりの運営コストは低くなり、歩留まりの学習曲線加速、

生産能力の柔軟性、サイクルタイム短縮といった利点があるという（TSMC, 各年版

b の 2006 年版, p.17）。12

・ TSMC と UMC においては、生産ラインの ICT 管理システムは、当初は外部から購

入していたが、その後自社で構築する能力を身に着け、頻繁に改良を加えている

（tsmc-ir-3、umc-ir-3）。例えば、UMC では、CIM はここ 10 年ほどはほとんど自社

内で開発している（外部から調達したシステムはあまり使い勝手が良くないらしい）。

各工場に CIM 担当チームがあり、ユーザー（プロセス・エンジニア、装置エンジニ

ア）からの日々の提案を踏まえ、ほぼ毎月バージョンアップしている。これにより、

一層ユーザーフレンドリーになり、歩留まり向上や顧客製品の time-t-market の短縮

に大きく貢献しているという。

・ これと並んで、組織が非常にフラットでコミュニケーションがしやすいことも指摘

される。多くのインデックス（生産性、品質、サイクルタイム等）があり頻繁にレ

ビューする（現在 1 日 2 回レビュー）。そこで問題があれば、ディリーミーティング

12 付言すると、小規模工場を分散して持つ場合、需要増加のたびに新工場建設と認定手続きを

経ないといけないため時間がかかる（認定だけで 1 年近くかかる）。GIGAFAB 構想では、生産

能力を少数の大規模工場に集約するわけだが、実際は生産ラインを幾つかの段階（フェーズ）

に分けて徐々に増設する方式のため、新設ではなく拡充と看做され認定時間を短縮でき需要の

変動に即応しやすくなる（tsmc-ir-3）。加えて、小規模工場を数多く持つ場合に比べ、全体とし

て工場運営のための技術者の人数が節約でき、それに伴うコストも削減できるという利点があ

る。ちなみに、TSMC が次世代の 450mm ウェハ対応に積極的な理由の 1 つは、将来、優秀な

技術者を十分な数獲得することが益々困難になると予想しているからである（LaPedus, 2011）。
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で直ちに検討し対策を講じる。工場長も毎日のように頻繁にコミットするという

（umc-ir-3）。

・ TSMC と UMC の両社では、社内の異なる工場間でノウハウや経験・技術に関して

相互の知識交流・ベンチマーキングをする仕組みがある（tsmc-ir-3、umc-ir-3）。例え

ば、UMC では、全エンジニアはデータベースにアクセス出来る。また「技術委員会」

で統一的に改善計画を策定し各工場へ広める。このようにして、ほとんど週単位で

社内の他工場での経験に関する情報にアクセスし自分の所属する工場での活用を検

討する。

・ この前提として、工場間での装置やツール、レシピ等の標準化を追求する企業文化

がかなり強制的に築かれてきていることが重要である。当初は困難が大きいが後に

柔軟性を増し企業に大きな利益をもたらすことが強調された。この背景には、ウェ

ハプロセス・コストの約 60％が装置の減価償却費であることがある（umc-ir-1）。

こうした取り組み事例を見る限り、台湾ファウンドリの生産システム優位性の多くは、

ICT 管理システムの活用と各工場の経験・ノウハウの全社的な共有、その前提としての

装置やツール、レシピ等の社内標準化の推進に帰するとみられる。他方、筆者が国内の

半導体業界関係者と面談した中では、日本がこの面で不徹底であること示す実例を聞か

された。例えば、国内大手半導体メーカーS 社では、生産ラインの自動化・無人化と ICT

管理システムの導入は相当程度進んでいる。ただし、それは従来のシステムを効率化し

ただけで、工場ごとに「結構バラバラ」に行っているという。即ち、同じ社内でも工場

間でエンジニアリング・インストラクション（生産技術指示書。プロセスパラメーター

やデザインルール等に関する決まり）やパーツナンバーが異なり、装置のデータも標準

化されておらず、工程フローやレシピも異なる。台湾ファウンドリのようにプロセスや

管理方式を全社的に統一する努力が徹底されていない。製品の規格も不揃いで、例えば

同じタイプのパッケージなのに工場ごとにピンの形状が微妙に違っている。工場間の交

流や意見交換を頻繁に行いノウハウや経験を集約し全社的に共有するような仕組みも

整備されていない。こうなってしまったのは、各工場のエンジニアが自分のやり方への

こだわりが強く（良く言えば「匠の世界」だが）、様々な仕組みをボトムアップで積み

上げてきた結果であるという（japan-ir-3、japan-ir-4）。

S 社の他、エルピーダやルネサスのような企業は、複数企業の半導体事業部の統合に

よって設立されたという生い立ちのため、全社的な標準化と経験・ノウハウの共有が台

湾ファウンドリに比べ不十分であった可能性が高い。ただし厳密にいうと、生産ライン

や業務プロセスの運用および知識管理において、台湾ファウンドリ間でも違いがある。

相対的に言えば、次のように対比される。TSMC では、ノウハウや知識をコード化しデ

ータベースに保存し十分な活用を図る。例えば、新工場建設に際して、これまでの成功

経験を徹底的にマニュアル化しコピーする。管理方式や技術員の作業についても同様で

ある。これに対して、UMC はあらゆるものをコード化はせず、従業員同士の対話・ロ
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ーテーションを通して経験・ノウハウの普及を図っている。工場の運営を担う生産企画

部も、TSMC は本社の視点から全社的に集中管理するのに対して、UMC では各工場レ

ベルでの裁量が多い（以上、呉, 2005 を参考にした）。顧客への対応としては、TSMC は

標準化の文化がより徹底されており、その分やや融通が利かないところがあるのに対し

て、UMC はより柔軟でカスタマイゼーションを比較的積極的に受け入れる傾向がある

が（そのため、どちらかというと大手顧客よりも中小顧客へのサービスに慣れている）、

逆に標準化・量産化の追及が不徹底で管理も複雑になる分コストと効率がやや犠牲にさ

れると言える（umc-ir-3）。

なお筆者自身による TSMC と UMC での面談によれば（tsmc-ir-3、umc-ir-3）、TSMC

は工場の生産ラインについては、同じプロセス世代なら同社傘下の工場間で極力同じよ

うに構築する（これを「copy exactly」という。製造装置の仕様、工程レシピ、品質管理

法等を全て完全に同じにすること）のに対して、UMC はそれを目指しながらも TSMC

ほど徹底できていないらしい。UMC での面談によれば、「一方の極に Intel や TSMC の

ような copy exactly を徹底する企業があり、他方の極に日本企業のような職人精神を持

って工場ごとに装置やラインのカスタム化を行う企業がある。UMC はその中間である」

という趣旨の発言が聞かれた（umc-ir-3）。この背景には、専業ファウンドリとして創業

した TSMC は、当初から工場間の違いが出来るだけ少なくなるよう設計しているのに

対して、UMC は IDM からファウンドリへ転業し「五合一」（2000 年の UMC 自身を含

むグループ企業 5 社の統合）により工場を拡充してきたという両社の歴史的経緯の違い

がある。13

2.3 品質、生産性、コストへの姿勢

このように ICT 管理システムの十全な活用は、単に新型装置・システムを導入すれば

実現できるという訳ではなく、生産ラインの運用や知識管理についての各企業での取り

組みが影響を与えており、究極的には、品質（歩留まり）、生産性（稼働率、スループ

ット等）、コストへの姿勢が問題となるだろう。大手台湾ファウンドリの生産ラインは、

多品種少量生産に対応できる柔軟性に加え、品質と効率においても高い水準を示してい

る。

既存文献では、台湾ファウンドリは、日本半導体メーカーと比べ、同様の半導体製品

13 UMC は、2000 年 1 月に自社に加え同社グループ企業 4 社（聯誠〔USC〕、聯瑞〔UICC〕、聯

嘉〔USIC〕、合泰〔UTEK〕）の統合（「五合一」）を敢行した。聯誠、聯瑞、聯嘉の 3 社は、

1995 年、UMC の顧客でもある米国・カナダのファブレス 11 社と合弁で新竹科学園区内に設立

していたものである。顧客と合弁で 3 社を設立したのは、工場建設のための膨大な資金的負担

を軽減すると同時に、これらパートナーからのオーダーを長期的に確保するためである。また

合泰半導体のウェハプロセス工場は UMC が 1998 年に買収していた。「五合一」により営業収

益が一挙に 3 倍以上となり、UMC は、資本金 883 億元で、当時国内の民間上場企業で最大と

なった。
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を製造する場合でも、過剰品質を避け余分なステップは出来る限り省くため工程フロー

が短く、フォトマスク枚数も少ない。また歩留まり（良品率）の立ち上がりが速く、最

終的な歩留まりも高い。さらに装置のスループット（単位時間当たりの処理能力）が高

く、装置台数も少ない。そして装置の稼働率が高い、といった指摘がなされている。こ

れに対して、日本企業は、微細加工やインテグレーションの技術力は高いが目標性能以

上の高性能デバイスを作ろうとする傾向あり、それにより工程数とフォトマスク枚数が

増加する。反面、スループットや稼働率、コストには相対的に関心が低い。これは、か

つて日本企業が優位の時代に定着した極限性能を追求し高品質 DRAM を生産する技術

文化が、低コストで作る技術力が必要な時代となったにもかかわらず、修正出来ていな

いことを意味するという（湯之上, 2009, 第 1 章）。

品質や生産性向上に関する台湾ファウンドリの取り組みや成果について、既存文献・

資料および筆者の面談（tsmc-ir-3、umc-ir-3）から知り得た具体的な例を紹介すると、以

下のようになる。

・ TSMC や UMC では、常にスループット（単位時間当たりの処理能力）改善策を講

じ（例えば、排気を速く行う、ウェハ搬送を速くする、チャンバーの数を増やす、

レシピを改良する等）、装置の性能を最大限発揮させるよう工夫する。生産能力の改

善目標を掲げ毎年数％ずつ向上させている（tsmc-ir-3、umc-ir-3）。

・ TSMC では、プロセス世代が進むごとに良品率改善（欠陥密度低下）の速度が向上

している。例えば、0.22μm 世代では、毎四半期 6％、0.18μm では同 10％、0.15μm

では 13.5％、0.13μm では 13.5％、90nm では 25％である（TSMC, 各年版 b の 2005

年版, p.13）。

・ TSMC では、プロセス世代が進むごとに量産化実現がスピードアップしている。例

えば、40nm 世代では 1 ヵ月単位ウェハ処理能力 6 万枚に達するまでに 3 年かかっ

たが、28nm ノードでは 2 年、20nm では僅か 3 ヵ月にまで短縮された。これは、同

社の洗練されたプランニングと実行能力、およびサプライヤーとのシームレスな協

力体制を反映したものだとされる（TSMC, 各年版 b の 2014 年版, p.12）。

・ TSMC では、フォトマスク 1 枚当たりのサイクルタイムが、20nm 世代では 1 日と

なる。これは、28nm ノードより速いペースであり、16nm ではさらに短縮される見

通しである（TSMC, 各年版 b の 2014 年版, p.12）。なお、呉（2005, p.66）によれば、

台湾ファウンドリのサイクルタイムは、日本の IDM のおよそ半分であるという。

・ TSMC の年間の稼働率（生産能力利用率＝生産量／生産能力×100。8 インチウェハ

換算のウェハ枚数から計算）は、2000～2014 年の間で、2001 年、2002 年、2009 年

の 3 年を除いて、全て 90％前後、あるいはそれ以上である。UMC においては、同

様のデータで、2001 年、2002 年、2005 年、2008 年、2009 年の 5 年以外の年は皆

70％以上である（TSMC, 各年版 a; UMC, 各年版より計算）。

断片的ではあるが、こうした事例は、品質（良品率）や生産性（スループット、サイ
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クルタイム、量産化スピード）に関する指標の改善は、新式装置を調達しさえすれば直

ぐに実現できるというものではなく、半導体メーカー側の努力により年々向上してきて

いるということを示すものと言える（上述の ICT 管理システムの導入と継続的改良も

その手段の 1 つであろう）。多数の顧客から受注し装置稼働率を上げ、設備投資を極力

速やかに回収するのがファウンドリ・ビジネスの基本的要素であり（これは同時に、コ

スト引き下げや time-to-market 短縮という顧客ニーズに応えることにもなる）、ビジネス

モデル的にもこうした方面の改善追求がビルトインされていると思われる。但し、稼働

率での TSMC と UMC 間の格差に見られるように、ファウンドリ企業ごとにその巧拙・

徹底の度合いに少なからぬ違いがあるであろうことも推測される。

品質に関してはどうであろうか。一般的な傾向として、日本企業は品質や信頼性に（過

剰なほど）重きを置くのに対して、台湾企業は生産性とコストをより重視すると思われ

ている。これは、かつて台湾ファウンドリがコスト優位性を売り物にしていた時代のイ

メージが残っているためかもしれない。14 しかし、最近の筆者による TSMC と UMC で

の面談では、両社とも「品質では妥協しない」とのことであった。即ち、TSMC では、

スループット（単位時間あたりの処理能力）改善、サイクルタイム（製品 1 つを造るの

にかかる時間、あるいは 1 つの工程に要する時間）改善のために過剰なプロセスは省く

ものの品質は犠牲にしない（例えば、洗浄を 2 回から 1 回に減らしても効果が同じなら

1 回分減らすが、そうでないなら減らさない）。実際、同社の歩留まりは非常に高く、

「顧客は（ウェハレベル）テストのコストを省くことが出来る。ほとんどそのままパッ

ケージングに回していい。TSMC は価格が少し高いが、良品率が高いので、実際のチッ

プ単価は比較的低くなる」とのことである（tsmc-ir-3）。15

同様に UMC では、「品質、生産性、コストは其々満たすべき要求がある。3 者が衝突

しないときは、当然 3 つをすべて考慮する。もし衝突するときは、絶対品質重視」だと

14 例えば、伍（2006, 第四章）によれば、TSMC は次の 3 段階を経て成長したという。①1987～

1995 年：低コスト集中戦略の時代－技術力も生産能力でも特別の優位性はなかったが、専業フ

ァウンドリの草分けとして、低コストと専業の利点を活かし、競合もなく成長軌道に乗る。②

1996～2001 年：コストリーダーシップ戦略の時代－プロセス技術の進展では、当初、国際半導

体ロードマップ委員会の技術ロードマップより落後していたものの、急速にキャッチアップし

1999 年以降（0.18～0.13μm）は業界標準より先行。UMC との間で本格的な競争が始まり、生産

能力拡充と積極的受注への動きが刺激された。この時代の主な競争優位の源泉は、規模の経済に

基づくコスト優位性である。③2002 年以降：差別化戦略の時代－2002 年以降は、TSMC（およ

び UMC）はプロセス技術では IBM や富士通等の先進国の一線級企業と比べるとやや落後するも

ののコスト的には優位にあった。
15 例えば、TSMC の FAB12A では、Fab yield（工場の良品率＝歩留まり）は 99.5％（即ち、100

枚のウェハを投入して、破損・廃棄するのは 0.5 枚）、Circuit probe（CP）yield（ウェハ 1 枚当

たりのチップの良品率）では、「全ウェハの 73％では、CP yield は 95％以上」である（tsmc-ir-

3）。なお、伍（2006, p.226）によると、TSMC の価格設定は、成熟したプロセスではウェハ単

位だが、先端プロセスではチップ単位であるという。後者では歩留まりが未だ高い水準で安定

しておらず、ウェハ単位にすると顧客に損失を与える恐れがあるからである。
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いう。台湾企業は相対的に生産性とコストを重視するという説について、「かつては本

当にそうだった。しかし後にそれでは引き合わないことが分かった。それで何度も損を

した」のだという。その結果、現在では、所謂「品質コスト」（cost of quality）を考慮し

（即ち、当初コストが低くても、品質が低く返品があった場合、全般的には結局コスト

高になる）、もし品質に問題が起きそうな時は、コスト削減より品質を絶対的に重視す

る。そして、近年、同社内では、用途を問わず、全ての製品に車載用の厳格な品質基準

を適用することが要求されている。

さらに UMC での面談では、「顧客が関心を持つのは、安定性、特に歩留まりの安定

性、さらにサイクルタイム。業界のデータを見ると中国のファウンドリは、この点依然

劣っている。このためには企業内で多くのインフラ（仕組み）の構築が必要で、その後

徐々に改善する。時間がかかり、ノウハウも必要。価格以外に最後は、こうした点が問

題となる」と指摘された（以上、umc-ir-3）。このように、中国等の二流以下のファウン

ドリ競合と差別化するためにも品質の安定性は不可欠の要素であり、しかもそれは一朝

一夕に実現できることではないのである。

他方、日本企業については、例えば大手半導体メーカーS 社では、システム LSI では

ウェハプロセスの時間が TSMC と比べると 1.5～2 倍ほどもかかる。プロセス・エンジ

ニアのこだわりで、フォトマスク枚数が増え、これが過剰品質となり、日数およびコス

トの増加に繋がっているという（japan-ir-3）。そもそも価格決定でも、世界の競合は先

ず市場価格があってそこから目標コストを算出していくという思想であるのに対して、

一般的に日本企業は、コストプラス法（製品コストに一定の利益率を付加して販売価格

を決定する方法）の思想が根強く染みついており、競争力の劣化に繋がっているという

（japan-ir-4）。同じ品質重視でも、コストや生産性も含めた全体最適を戦略的に考慮し

た上で出てきた方針ではなく、組織慣性の結果という印象が強い。

以上を見る限りでは、大手台湾ファウンドリは、最先端の製造装置と ICT 管理システ

ムのタイムリーな導入という有利な条件に助けられただけでなく、品質、生産性、コス

トの面でも継続的な改善努力を行う姿勢があり、日本企業の多くと対等あるいはそれ以

上であった可能性が高い。しかも、ファウンドリはプロセスと生産能力そのものが売り

物であり、こうした指標の改善は職人芸的に個々バラバラに行われているのでなく、顧

客の基本的な関心（安定した品質、迅速な納期、コスト低減）に応えるために、常に優

先順位やリソースの配分を考慮し、全体最適化を戦略的に突き詰めてきた結果であると

考えられる。これは専業ファウンドリとしての長年にわたるノウハウ蓄積の結果であり、

他社が容易に追いつけぬ持続的競争優位の源泉となるであろう。

2.4 インテグレーション・エンジニアの役割

こうした卓越した生産システムの直接的な担い手は、先ず、開発部門や各工場のエン

ジニアである。半導体エンジニアにも幾つか種類がある。分類の仕方によるが、例えば、
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半導体製造に関する技術には以下の 3 種類があり、其々を担う人員がいる。即ち、①要

素技術（elemental technologies。成膜技術、リソグラフィ技術、エッチング技術など半導

体製造工程を構成する最小単位の技術であり、要素技術ごとにそれを実現する装置があ

る）、②インテグレーション技術（integration technologies。要素技術を組み合わせて、集

積回路をシリコンウェハ上に形成するための工程フローを構築する技術）、③生産技術

（production technologies。インテグレーション技術によって構築した工程フローに従っ

て、シリコンウェハ上に、目標とする品質の半導体を作りこみ大量生産する技術で、歩

留りが重要な指標となる）、以上である（湯之上, 2009, 第 1 章）。

このうち、インテグレーション技術については社会科学者の間では従来あまり注目さ

れて来なかったという。即ち、日本の DRAM メーカーの事例を詳細に分析した鈴木・

湯之上（2008）によれば、無数にある要素技術の組み合わせから、目標スペックを満た

し完全動作するデバイスの工程フロー（例えば、DRAM では工程数は数百にも上る）

を、短期間・低コストで構築できるかどうかが鍵であり、それを担うのがインテグレー

ション・エンジニアなのだという。なお各工程の製造仕様書の内容（使用する薬液類、

処理方法や温度・圧力などのパラメータを指定するデータ）を「レシピ」と呼ぶ。1990

年代以降になると装置メーカーが基本プロセス（レシピ）の提供も行うようになり、し

ばしば装置を購入しさえすれば半導体製造が容易に出来ると言われていたが、実際は、

基本プロセスをそのまま使用してまともに動作するデバイスを作ることは出来ない。各

メーカーのインテグレーション・エンジニアが、自社の要素技術者および装置メーカー

や材料メーカー等と密接に協力し調整しながら、自社の最適プロセスを開発する努力が

不可欠である。設計部門と工程開発部門との間でも常に衝突が見られ、その調整に熟練

を要する。不具合の発生に対しては、軽微な修正で済む場合もあれば、相当離れている

工程間またはモジュール間で相互に影響し合うような複雑なケースもあり、それを見抜

くためには全ての要素技術に精通している必要がある。場合によっては、設計のやり直

し、フォトマスクの作り直しも要求される。また、インテグレーション・エンジニアは、

開発センターと量産工場の其々におり、前者で構築された基本的な工程フロー（ウェハ

上に最低 1 個は完全動作する半導体を作れるもの）を基に後者では高歩留まりを実現す

る工程フローに改良していくのだという。当然その巧拙により最終的な工程フローの長

さ、歩留まりやその立ち上げの速さ、ひいては製品の性能・品質とコストも左右される

こととなる。

さて筆者の台湾での現地調査によれば、TSMC においても、「GLOBALFOUNDRIES 等

も同じ装置を購入できる。しかし、良品率は異なる。インテグレーション出来るかどう

かが重要」との発言が聞かれた（tsmc-ir-3）。即ち、1990 年代後半以降の大モジュール

複合装置の登場により調整ノウハウがある程度装置に体化されることとなったとはい

え（立本・藤本・富田, 2009）、インテグレーションの巧拙は依然ファウンドリ競合間で

業績格差の要因の 1 つとなる程度には重要ということであろう。TSMC には、インテグ
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レーションと名のつく職種は様々な部門・階層にあるという。研究開発部門のエンジニ

アはそこで開発された技術や工程フローを工場に移すことが仕事で、製造部門のエンジ

ニアはこれを量産ベースに乗せるのを任務としており、上に引用した日本企業のケース

と基本的に同様である。またインテグレーション・エンジニアは、ある技術について直

接顧客の技術者とコミュニケーションし生産上の問題解決を図ることも担当している。

16 筆者が訪問した TSMC の新竹科学園区工場（FAB12A）では、エンジニアは次の 3 つ

に分類されている。即ち、①設備・予防保全担当エンジニア、②プロセス・エンジニア

（レシピのファインチューニング、統計的工程管理チャートの監視、プロセスのチェッ

クを担当）、③インテグレーション・エンジニア（歩留まり向上、顧客との窓口役を担

当）。エンジニアの総数は約 1,500 人で、①～③の人数比率は概ね 6：3：1 である。エン

ジニアの大部分は修士号保持者である（製造部門では 7 割、開発部門ではさらに高く、

ほぼ必ず修士以上）。

UMC においても、インテグレーション・エンジニアの主要任務は品質（歩留まり）

改善であり、より前段階での顧客との打ち合わせ、規格の決定、工程フローの開発も担

当している。厳密には、インテグレーション・エンジニアは開発部門と製造部門（工場）

の其々におり、開発部門のエンジニアが顧客と規格について打ち合わせをし、開発した

工程フローの歩留まりが一定レベルに達した後、工場のエンジニアに引き継ぐ。工場で

は、歩留まりを顧客の要求水準（以上）まで引き上げる、という流れである（umc-ir-3）。

このように台湾ファウンドリにおけるインテグレーション・エンジニアは、工程フロ

ーの開発に加え歩留まり向上、顧客との窓口役が主な任務である。このうち、ファウン

ドリにとっての顧客は IDM では主に社内の設計部門に相当するのであろうから、上の

日本 DRAM メーカーにおける設計部門と工程開発部門との間の調整任務とほぼ同じで

ある。ただし、この調整の必要性と難易度では、SoC より DRAM の方が大きいらしい。

DRAM やフラッシュメモリでは、プロセスと同時に設計のことも分かっていないとう

まく調整出来ないが、SoC では、主にトランジスタと配線の性能しか顧慮されず、その

ためファウンドリに製造委託しやすいのだという（鈴木・湯之上, 2008, pp.119-120）。筆

者の聞き取りでは、ファウンドリにおける設計と製造の擦り合わせについては、顧客が

TSMC のデザインルールを踏まえて設計している限り、多くの問題は事前に解決済みで

ある。また、EDA ツールを使えば、「製造容易性設計」（DFM：design for manufacturing）

技術による良品率向上に向けた提案を受けられる、と聞いた（tsmc-ir-2）。加えて、顧客

とのインターフェイスの一部として、ウェブベースの設計共同作業ツールが導入され、

顧客側の IC 設計者とファウンドリ側の技術者の間で、会話型オンライン・サービスに

より詳細な技術的詰めが実行できるようになっている。離れた場所からでも関係する技

16 全ての製品の各々について、必ずしも 1 人のインテグレーション・エンジニアが付きっきり

でプロセスを管理する訳ではないが、最終的には、製品毎に 1 人の「オーナー」と呼ばれる担

当者がおり、その生産全体に責任を持つという。
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術者が同一のデータベースを見ながら頻繁にコミュニケーションできるため、打ち合わ

せ時間の大幅短縮と人為的なレイアウト・ミスの減少が実現される（Chang, 2001）。顧

客向けツール開発に関しては、設計支援のエンジニアが別におり、ある意味インテグレ

ーション・エンジニアの任務を一部分担しているとも看做せよう。この面では、ファウ

ンドリのインテグレーションの任務は、IDM の DRAM メーカーのそれに比べやや限定

的ともいえる。

2.5 研究開発部門と量産部門の関係

この他 TSMC および UMC の生産ラインで特徴的なこととして、基本的に両社とも研

究開発のための専用ラインを設けず、大部分は工場の量産ラインを借りて実施している

ことがある（tsmc-ir-3、umc-ir-3）。こうすることで、装置の使用効率が高くなる（研究

開発専用ラインだと稼働率が低くコスト高になる）、量産対応が迅速にできる、出来る

だけ既存の装置とレシピを活用することで他のプロセスとの相性も良くなる、といった

メリットがある。ただし、近年、先端的なプロセスの開発に当たっては、一部の非常に

新奇な装置（例えば、極端紫外線〔extreme ultraviolet ：EUV〕露光装置）は研究開発専

用に導入せざるを得ず、その他は量産ラインとの共用という混合方式になってきている

という。17

他方、これに関連する日本半導体企業の取り組みについて、坂本（2013）によるエル

ピーダの広島工場の事例（米 Micron Technology による買収以前）が参考になる。

・ エルピーダの広島工場では、開発と生産（量産）が一体となって取り組まれており、

そのためスピードが速く、輸送チーム（開発拠点で開発した量産技術や設備を各地

の工場に運び込むための）は不要で、余計なコストはかからないという。ただし「こ

れは、日本の半導体産業では珍しいケースです。」とある（同, p.100）。

・ また同工場には設備の世代交代を加速する仕掛けがある。即ち、微細化が進んでも

製造設備の一部のみを入れ替えるだけでよいように設計しておく。現行世代の設備

はそのままで、それと並行して一部に次世代設備を設置する（「生産ラインのバイパ

ス化」と呼ぶ）。初めは原材料のごく一部を次世代設備に流して試験し、徐々に信頼

性を高めながらその割合を増やし、やがて次世代設備へ完全に切り替える。このよ

うにしてコストを抑え、スムーズに切り替えを進めることが出来るが、これも開発

と生産を 1 ヵ所で行っているからこそ可能になるという（同, pp.101-103）。

・ 加えて、エルピーダの広島工場では天井搬送を導入しており、このメリットは「モ

ノを運ぶための動線を地上に確保する必要がなくなることで、設備レイアウトの自

17 TSMC の FAB12 の工場管理者によれば、そこでは研究開発部門と量産部門の両方があり、研

究開発部門から受け取った技術を成熟させ、量産スキルを確立し、他の量産工場にトランスフ

ァーすることが任務であるという（tsmc-ir-3）。
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由度が大幅に増すということです」。18 上述の生産ラインのバイパス化が可能とな

ったのもこのイノベーションのためであるが、これを最初に編み出したのは台湾の

半導体工場であるという（同, p.125）。

以上、エルピーダの広島工場の事例を同社元社長の坂本幸雄氏の著作に基づき紹介し

たが、これは当時の日本では先端的な取り組みであると看做される。これまで紹介して

きた台湾ファウンドリの取り組みと類似しているが、台湾の方が先行していたらしい。

かつて UMC の日本子会社（UMC ジャパン）の社長も務めていた坂本氏は、このこと

を認め「生産技術の面では、台湾企業のほうが日本企業よりも進んでいます」と述べて

いる（同, p.125）。

ところで、湯之上（2009, 第 3 章）によれば、日本半導体メーカーでは、開発部隊と

量産部隊が組織的に明確に分離されており、開発部隊は、開発センターで構築した工程

フローを出張対応等で量産工場に移管したら仕事は終わりで、歩留まり向上やコストへ

の意識は希薄である。また多くの日本メーカーでは、組織の分業化、縦割り化が進み、

おまけに階級意識（研究部、開発部、量産部の順にステータスが高い）があり、コスト

まで含めた全体最適化が実現でき難い組織構造になっている、と指摘される。19

他方、上述のように、TSMC および UMC においては、研究開発部門は工程フロー開

発の専用ラインを持たず大部分量産ラインを流用しており、量産担当技術者との垣根は

高くないと推測される。例えば TSMC では、研究開発部門エンジニアのほうが製造部

門エンジニアより高学歴者（修士号以上、特に博士号保持者）の割合はやや高いようだ

が、その間に「階級意識」はなく、工場側にも多くの博士号所持者がいる。また両部門

の間で必要に応じて密接な連携もあるという。例えば、かつて 40nm プロセスの量産歩

留まりの立ち上げが遅れた際、経営トップの号令で、既に次世代プロセスの開発に配置

されていた研究開発人員を引き戻し、40nm の良品率アップに当たらせたことがある

（tsmc-ir-2、tsmc-ir-3）。20 ファウンドリはただ製造できるというだけではなく、高い水

準の歩留まり、生産性を構築することに全社的に取り組んでいることが窺われる。

18 従来は、床上を走るウェハ自動搬送用ロボットを使用していたが、安全性を考慮して輸送ス

ピードが遅く、スペースも大きく取る必要があった。これを天井搬送に切り替えることで、広

島工場では、ウェハ搬送速度が速まり生産速度も向上した。また装置と装置の間隔を狭めて、

従来に比し 20％前後多くの数の装置を設置できるようになったという（中島, 2007）。
19 ただし、国内半導体業界 OB によれば、「階級意識」については、日本メーカーでも企業ご

とに状況が異なり一般化は出来ないという（japan-ir-2）。別の国内業界 OB は、「階級意識」

は、（伝統的な）米国企業の方が根強く、日本企業は相対的に軽度な方であるという。TSMC の

ようなアジア後発企業は、同じ米国企業でも西海岸のベンチャー的カルチャーの影響を受けた

のだろうと指摘する（japan-ir-1）。
20 TSMC は 40nm 世代で初めて液浸 ArF 露光技術を導入した。ところが、液浸水に含まれる微

小な気泡などの影響によって当初歩留まりが思うように向上せず、このため、ある顧客（グラ

フィックス LSI メーカー）は製品出荷が遅れる事態となったと報じられる（木村, 2010）。
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2.6 オペレータの役割の変化

生産ラインの直接的担い手として、エンジニアに並んで工場オペレータ（技能者）の

役割も重要である。台湾ファウンドリの工場オペレータの技量や管理についてのまとま

った情報は入手困難であるが、幸い中馬（2002）による UMC 日本子会社（UMC ジャパ

ン）の工場視察レポートが参考になる。これによれば、同社は日本の同業他社と比べ、

生産効率（サイクルタイム、歩留まり、1 人当たり労働生産性、生産能力、装置稼働率

など）の高さが際立っている。この卓越した生産システムを支える仕組みとして、①継

続的な改善意欲を生み出す基盤、②目で見る生産管理指標、③高度な教育・訓練システ

ム、④高品質化のための自主検査システム、⑤技能者とエンジニアの対等な関係、の 5

つがあるという。①と②については、上述の CIM を活用し、管理者だけでなく末端の

オペレータに至るまでライン状況が容易に理解できる生産管理指標（達成率表、仕掛在

庫レポート等）が提示され「目で見る管理」が実施されている。即ち、各自にとっての

今日の作業目標、各時点での目標と実績の乖離、乖離の発生原因、その解消に向けた対

処、今日の仕事の評価、等が分かるようになっている。その結果、オペレータが急なロ

ットの挿入による工程の乱れを調整できるほどになっている。同業他社では、この作業

は組長やホット・ロット専用班が担っていることが多い。

また、彼らの問題発見能力や解決能力を高めるために、同業他社を圧倒する極めて包

括的な教育・訓練システムが導入されている（③）。とりわけ「装置技能員」や「工程

技能員」という 2 種類の社内資格が存在し、「装置技能員は主にプロジェクト・マネー

ジメントや装置ダウン時の突発的対応を、工程技能員は主にプロセス起因の問題解決や

条件出しなど、エンジニアの領域まで踏み込んだ高度な作業を行っている。」「同業他社

では…技能者がプロセス（製品）に起因する問題を独自に解決しているようなケースは

極めてまれだと思われる」（中馬, 2002, pp.68-69）。

高品質化のための自主検査システム（④）については、同社には品質管理のエンジニ

アはおらず、各工程内の検査は現場の技能者によってほぼすべて行われる。品質は工程

で作り込むことに徹するもので、同社の製造部門の特徴的な部分である。その中心には

「スーパーインスペクタ」と呼ばれる技能者（ほとんどが工程技能員の資格を有する）

が存在する。また、キラー欠陥の症状が出た場合、工程技能者の権限で装置が止められ

る。製品仕様を外れた場合は、標準作業書に従ってチェックが行われ、昼間ならプロセ

ス・エンジニアと共に、夜間・休日なら工程技能員が独自に原因を追究する。

最後に、技能者とエンジニアの対等な関係（⑤）も同業他社と大きな違いである。自

動車や工作機械産業と違って、一般に日本 LSI メーカーでは、エンジニアは技能者より

上位という意識が根強いのだが、UMC ジャパンでは異なっている。例えば、同社では、

エンジニアが工場で実験ロットを流す際の依頼も製造側の技能者がその受け入れの可

否を実質的に判断し却下することもある（同業他社では、依頼は半ば自動的に認められ

る）。処遇に関しても、「ジョブ・グレード制度」があり、技能者でもエンジニアでも同
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じジョブ・グレードなら給料に差がつかない仕組みとなっている。さらに技能者とエン

ジニアが会社のミッション・ゴールを共有するよう仕向ける工夫もなされている（全員

参加型の「製造朝礼」）。

以上を踏まえ、中馬は、同社の強さは、「装置関連のみならず製品関連のトラブルの

かなりな部分を自分で解決できる強力な技能者達を保有している製造部門にあること

が浮き彫りになった。」（中馬, 2002, p.71）と結論している。ここで紹介した UMC ジャ

パンの取り組みは、2000 年代初頭の状況であり、また UMC の本拠地台湾の工場の仕組

みをそのままコピーしたものかそれとも日本子会社独自の工夫（もしくは制約）が加わ

ったものであるのかは定かでないが、21 少なくとも、当時の日本半導体メーカーの多く

と比べ、台湾ファウンドリが生産ライン運営のノウハウにおいて既に先行していたこと

が窺われる。

この点に関して最近の状況はどうであるのか、筆者はこれに匹敵するような詳細な情

報は持ち合わせていないが、UMC 本社での聞き取り調査より少なくとも次のことは確

認できた（umc-ir-3）。先ず、既に述べたが、最近でも生産ラインの管理のために CIM シ

ステムが引き続き活用され、頻繁にアップグレードされている。こうした ICT 管理シス

テムによってオペレータのスキル向上も図られ、オペレータからの改善提案も提出でき

るようになっている。次に、生産ラインのオペレータとエンジニアの間で密接なコミュ

ニケーションや協力もなされている。エンジニアが工場現場での仕事のためにオペレー

タに協力を要請することも多く、逆に、オペレータは装置ごとに定められたその日の生

産目標を達成するためにエンジニアの支援を必要とすることもある。これは、上でみた

2000 年代初頭の UMC ジャパンの状況と基本的に一致するものとみられる。

他方、大きな違いもある。中馬論文では装置および製品関連のトラブルのかなりの部

分を自分で解決できる技能者のスキルの高さを強調していたが、筆者の訪問調査による

と、現状では、装置であれ製品であれ生産ラインに問題が生じた際は、必ずエンジニア

が来て対処しなければならない。オペレータには問題を処理する権限・責任がなく余計

なことをしないのが最善であるとはっきり教えているとのことである。確かに、早い時

期には上の UMC ジャパンの記事のように、オペレータによるトラブル処理が一定程度

許され、熟練技能者が経験の浅いエンジニアより迅速に問題に対処できることもあるた

め柔軟性向上に貢献していた。しかし、その後、オペレータは深く入り組んだ問題は解

決できず、手を出すとかえってミスが増えることが判明し、仕組みが変更されたのであ

る。技術の複雑さがある水準を超えると、責任・権限のあいまいな領域があることが柔

軟性よりも不安定性に繋がるということであろうか。品質作り込み（自主検査）やアン

ドン（自主的ラインストップ）などの現場作業者の技能に頼る仕組みの多い自動車産業

21 UMC ジャパンの前身は日鉄セミコンダクターで、1998 年に UMC がその株式の過半数を取得

し社名を UMC ジャパンに変更した。
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とは性質が違うようである。特に最近は、顧客の品質要求水準が非常に高く、国内外の

セカンドクラス以下の競合ファウンドリとの差別化を図るためにも、UMC や TSMC の

ような大手は生産ラインの安定性確保に向けた努力を強化しているという。

筆者は TSMC 訪問時にも同様の質問をしてみたが、やはり、生産ラインの問題には

基本的に先ずプロセス・エンジニアが来て対処するのだという。筆者が視察した新竹科

学園区の工場（FAB12A）では、エンジニアとオペレータの人数は各々大体 1,500 人と

1,000 人で、前者の方が数的にも多い。FAB12 以降の新鋭工場の場合、工場は高度に自

動化され、クリーンルーム内にはごく少人数の装置の設置・保守・改善担当者しかおら

ず、装置とプロセスの進行は生産コントロールルームからリモート制御されている

（tsmc-ir-2、tsmc-ir-3）。22

もっとも自動化されたからといって、オペレータの貢献が軽視されている訳ではない。

例えば TSMC では、生産システムの完全自動化推進と並行し現場での TPM（total

productive maintenance）や TQC（total quality control）活動も非常に重んじられている。

面談によれば、「不断の改善が 1 つの企業文化」になっており、「ある産品が量産に入っ

たら、これは最良の方法だからこれ以上変えない、というのではなく、出来る限り方法

を考え継続的に改善する」のだという。博士号を持つエンジニアから高卒のオペレータ

まで、如何なる人員も改善案を出す。常々コンテストが催され、品質・生産性向上に寄

与した者には賞金が出される。現場作業員も日々作業に従事しその生産プロセスに精通

しており改善に貢献しているのだという（tsmc-ir-2）。

3 TSMC のプロセス技術開発

本節では、TSMC のプロセス（関連）技術開発について解説する。本稿末の付表 1 は

過去 10 年ほどの同社の研究開発の主な成果を分野ごとに整理したものである。同表か

ら、少なくとも、TSMC の研究開発の主な分野・項目、その経年変化、各分野での年ご

との主要な成果が具体的に理解できる。他方で、同表だけでは各研究分野の意味内容や

技術的課題は分かり難い。そこで、以下では、先端プロセス（リソグラフィ、フォトマ

スク技術を含む）、特殊プロセス、配線／パッケージ、先進トランジスタの各項目につ

いて、こうした観点から解説する。付表 1 を参照はするが、表中の記述（特に技術用語）

を逐一説明することはしない。また、技術開発や業界の最新動向を詳細に解説すること

に重点があるのでもない。あくまでも、半導体技術・業界の専門ではない読者を意識し、

22 約 1,000 人のオペレータは 4 つの班に分かれ、シフトする。即ち、1 つの班は 1 日 12 時間勤

務（昼勤務班と夜勤務班がある）で、これを 2 日した後 2 日休む。なお、筆者は生産コントロー

ルルームの 1 つを視察したが、中には数十名の（大半は若い感じの）オペレータと幾人かのエン

ジニアがおり、各人コンピュータ・モニターを見ながら監視作業にあたっていた。オペレータの

学歴は大体、高卒か大卒で、各人員は入社後約半年の訓練を受け、簡単な独立作業をこなせるよ

うになるという。特に自社オペレータのスキルの高さを誇示するような発言は聞かれなかった。
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各項目の技術の内容と進歩の基本的方向性を概観したうえで、当該分野における TSMC

の取り組み、その特徴と成果を出来るだけ分かりやすく解説することが狙いである。な

お、技術用語の説明や具体的事実関係については可能な限り注で言及する。

3.1 先端プロセス開発

ここでは TSMC の先端 CMOS（complementary metal oxide semiconductor、相補型金属

酸化物半導体） 23 ロジック・プロセス開発への取り組み、およびそれと関係の深いリ

ソグラフィ、フォトマスクでの技術開発について検討したい。

（1）先端 CMOS ロジック・プロセス

プロセス世代を進化させることは、先進的顧客のニーズを満たしオーダーを確保する

ためだけでなく、ウェハ当たりの収益を向上させるためにも不可欠である。24 ファウン

ドリは、初期には、先進国 IDM と比べて技術力でも生産能力でも特別の優位性はなく、

低コストと専業の利点を活かして成長していった。この頃、台湾ファウンドリは製造技

術的には先進国 IDM に比べ一段低く見られていた。これは日米欧の先進的 IDM が開発

した製造技術が製造装置に体化され、ファウンドリは自前の研究開発をあまりせず、一

定のタイムラグの後その装置を購入し最先端より少し遅れたデバイスを安価に製造す

る戦略をとっていたためである。しかし、その後自社での先端プロセス技術開発に注力

し始め、TSMC については、1990 年代末（0.18μm 世代）には世界の大手メーカーに追

い付いたといわれる（Tseng, 2000）。また 2000 年代初頭には、CMOS ロジック・プロセ

スでは、TSMC や UMC は既に日本メーカーを凌駕したといわれるようになった（大石,

2001）。かつては、DRAM がプロセス・ドライバであったが、2000 年代に入ると、マイ

クロプロセッサ、GCU、DSP、FPGA といったロジック製品が積極的に最先端製造技術

を使うようになった。むしろ TSMC や UMC が主戦場とするシステム LSI こそ、最先端

の微細加工技術を採用して集積度を高めるニーズがあるとも言える。このころシステム

LSI の応用製品として、PC・周辺機器産業が成長し、さらにそれに続いて、デジタル家

電や携帯・モバイル機器の市場が立ち上がってきた。こうしたことが、TSMC のような

大手ファウンドリの先端プロセスへの挑戦を刺激したのである。

表 2 は TSMC のプロセス世代進化の歴史（各世代の量産開始年）を示したものであ

る。台湾ファウンドリ二番手の UMC、および先進企業の代表として Intel のデータも参

考までに掲載している。先端プロセスの量産立ち上げ時期についても、TSMC は世界の

23 CMOS は製造しやすく、微細化が大きく進展した。これにより、高集積化、低消費電力化、

高速化、低コスト化が実現でき、とりわけデジタル回路には大きな恩恵をもたらす。そのた

め、1980 年代以降、IC の主流となっている。
24 例えば、1 枚のウェハの価格で、0.13μm プロセスは 0.18μm プロセスの約 2 倍であるという

（伍, 2006, p.231）。
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先端企業とほぼ並んでいる。表 2 から、時々の先端プロセス開発において、TSMC は

1987 年の創業後数年間、Intel と比べ、1.5μm から 1.0μm までの世代では 2～3 年の遅れ

があったものの、1990 年代以降の 0.8μm 世代からはほぼ同時かせいぜい 1 年遅れで追

走してきたことが分かる。他方、UMC は（1995 年に専業ファウンドリに業態転換）、

0.35μm 世代（1996 年量産開始）から 65nm 世代（2006 年量産開始）までは TSMC とほ

ぼ同時期であるが、その後、遅れを取るようになったことが分かる。TSMC はファウン

ドリ業界のリーダーとして、先端プロセス開発でも先陣を切ってきたが、これは同社の

高い収益性と次世代技術開発への継続投資の実現に大きく寄与している。25

表 2 TSMC と Intel、UMC のプロセス世代進化の歴史（各世代の量産開始年）

注）「－」は情報不足で確認できなかったことを意味し、「＼」は本表作成時点（2015 年 3 月）でまだ量産

開始されていないことを意味する。

出所）TSMC（各年版 a）、UMC（各年版）、大原（2014a）等に基づき筆者作成。

TSMC の先端ロジック・プロセス技術開発について、付表 1、表 2 およびその他の関

連資料から読み取れる特徴をあげるなら、第 1 に、同社は、常に 2～3 世代のプロセス

を並行して扱っており、1～3 年ごとに次世代の量産立ち上げを実現してきていること

である。TSMC では、後に触れるようなミックスド・シグナル、埋め込みメモリ、CMOS

イメージセンサー等の特殊プロセスごとに技術開発チームを設け、先端ロジック・プロ

セスに関しては 2 つの技術世代を 2 チーム体制で同時に開発しているという。例えば、

1 つのチームが 90nm プロセスの開発を完了する前に、既に別のチームが 65nm プロセ

スの開発に着手しており、90nm の開発チームは任務完了後 45nm の開発に着手すると

いった具合である（Chiang, 2005）。なお、1 つのプロセス世代には通常いくつかのオプ

ションがあり、それを迅速に提供するのも課題の 1 つである。26

25 例えば、表 2 に示されるように、28nm 世代の量産立ち上げ時期で TSMC は 2011 年、UMC は

2014 年と差がつき、米 GLOBALFOUNDRIES のような他の大手ファウンドリも開発に手間取っ

たため、この間に 28nm 市場で TSMC がほぼ独占状態となった。Qualcomm や Apple などの顧客

にスマートフォンやタブレット端末などの通信機器向けの 28nm チップを提供していたのは

TSMC だけであった（Patterson, 2014）。同社がその後のプロセス世代の開発を順調に進められて

いるのは 28nm 世代で獲得した莫大な収益のお蔭であるという（iek-ir-1）。
26 例えば、TSMC の 28nm 世代には、high performance（HP）、low power（LP）、high

performance low power（HPL）、high performance mobile computing（HPM）の 4 つのオプション

がある。HP は最高性能を発揮するためのプロセス、LP は最小のスタティック消費電力（待機

1.5μm 1.2μm 1.0μm 0.8μm 0.6μm 0.5μm 0.35μm 0.25μm 0.22μm 0.18μm

Intel 1985 － 1989 1991 1993 － 1995 1997 1998 1999

TSMC 1988 1989 1991 1992 1993 1994 1996 － － 1999

UMC － － － － － － 1996 1997 － 1999

0.13μm 90nm 65nm 45nm 40nm 32nm 28nm 22nm 20nm 14nm

Intel 2001 2003 2005 2007 － 2009 － 2012 － 2014

TSMC 2001 2004 2006 2007 2008 － 2011 － 2014

UMC 2002 2004 2006 － 20142009（45/40nm）
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本格的な量産のためには歩留まりの改善を速やかに行う必要があるが、製造容易化設

計（DFM）の強化が不可欠となっている。DFM とは、製造歩留りを下げている原因を

突き止めて設計にフィードバックし、設計の段階であらかじめ製造とテストが容易にな

るよう設計データを最適化することである。TSMC は IDM ではないがその研究開発部

隊は設計技術者も多数抱えている。加えて EDA ベンダーや IP プロバイダーとの協力に

より、TSMCが提供したプロセス情報を同社の認定を受けたEDAツールに読み込ませ、

設計した回路がきちんと形成されるかを高い精度でシミュレーションすることが可能

となり、65nm 世代以降での歩留まり改善に寄与している（木村, 2006）。

第 2 に、TSMC は、従来、他のファウンドリに比べプロセス技術の自前での開発比率

が高いと言われている。例えば、0.13μm 世代の開発で、TSMC は基本的に自社開発の道

を選んだのに対して、ライバルの UMC は IBM と独インフィニオンとの共同開発計画

「WorldLogic」に参加する道を採用した。結果的には、TSMC は自社開発に成功し開発

時期で先んじ（2001 年に量産開始）、他方、UMC は技術的なボトルネックに会い十分な

成果が上がらず、共同開発に関連する調整のため研究開発人員を疲弊させただけで

TSMC に後れをとる結果となった。これが TSMC と UMC の業績が開き始めた 1 つの転

機ともいわれる（伍, 2006, pp.237-244）。TSMC が自社開発にこだわるのは、自社で技術

開発のスピードを管理し、顧客製品のスケジュールに合わせてタイミングよく技術を提

供することが必要なためである。また、自分たちの技術レベルを高め、人材育成にも繋

がるといった長期的な戦略に基づく。ただし、世代進化に伴う開発負担の増大に対処す

るため、Philips（2006 年に半導体部門が分社化し NXP となる）や STMicroelectronics、

Freescale といった欧米の大手メーカーとアライアンスを締結し、米 International

SEMATECH やベルギーIMEC のような国際的な研究開発コンソーシアムへも参加して

いる。同時に新しい技術に移行する際に、出来るだけ現行技術（既存装置）を再利用す

ることで投資負担を軽減している（Chiang, 2005）。もっとも、コンソーシアムを利用す

る場合でも、自主開発重視の基本姿勢は変わらないとされる。27

第 3 に、先端プロセスの開発では、顧客や他のパートナーとの連携も必要とされてい

る。特にテクノロジー・ドライバとなる先進的な顧客との協力は、技術開発と量産立ち

上げの早期開始のためにも重要で、次世代プロセス開発の際は数年前から主要顧客と接

時に消費される電力）となるプロセス、HPL は HP をベースにスタティック消費電力を低減し

性能とのトレードオフを考慮したプロセス、HPM は HP よりも性能を向上させつつ LP と同等

のスタティック消費電力を達成するプロセスである（堀内, 2011）。オプションの迅速な提供の

ためには、プロセス開発の計画段階でオプションモジュールをどうやって統合できるかをきち

んと考慮しておく必要がある（後藤, 2001a）。ただし、TSMC の 20nm プロセスでは、微細すぎ

てオプション間の性能差がほとんど出ないため 1 種類しかない（McGrath, 2012）。
27 TSMC では、技術開発コスト抑制のため、量産が始まる 2 年前までコンソーシアムを利用す

るが、それ以降はあえて自前で開発し量産立ち上げ期間の短縮を図っている。その負担を吸収す

るために一層の大量生産を推進する、とのことである（木村・小島, 2006）
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触し、期待される性能について打診する。また顧客技術者の TSMC への駐在や TSMC

技術者チームの顧客への派遣が行われている（tsmc-ir-3）。28 顧客との連携による共同開

発は 45/40nm 世代の開発（2007～2008 年に量産開始）に際して一層の強化が図られ、

TSMC への助けになっただけでなく、パートナーの顧客にとっても製品の世界初の市場

投入を実現でき（例えば、2007 年の Qualcomm による 45nm プロセス採用の 3G 携帯向

けチップの出荷、および 2008 年の Altera による 40nm の FPGA 発表）、技術的リーダー

シップと市場シェアの確保に寄与した（TSMC, 各年版 a の 2008 年版, p.48）。加えて、

プロセス世代が進めば進むほど、その開発・製造にかかるコストを回収するのに必要な

IC チップの販売個数が膨大な数となるため、29 あらかじめ先進的な大手顧客のコミッ

トを確保し、そのニーズを踏まえてから開発を進めざるを得ないという事情もある。そ

のため、先端世代の量産化が開始される前に、幾つかの顧客を対象に、テストチップ、

IP 検証のための試作サービス（CyberShuttle）が実施されている。顧客に加えて、ARM

のような主要な IP コアのプロバイダーとの協業もある。30

加えて、第 4 に、装置メーカーとのパートナーシップも先端プロセスの開発で重要な

意味を持っている。即ち、TSMC は国際半導体技術ロードマップ（International Technology

Roadmap for Semiconductors：ITRS）委員会のロードマップを参考にプロセスのレシピ開

発を行っているが、装置メーカーも同ロードマップを踏まえて先端装置開発を行ってい

る。TSMC が高い工程開発力を発揮する基本的源泉の 1 つは、先端プロセスのためのレ

シピ開発に高価な先端装置をタイムリーに購入出来ることである（立本・藤本・富田,

2009, pp.242-243）。図 4 は半導体プロセスの各世代とそれをフォローする半導体メーカ

ーを示したものだが、世代が進むにつれて、技術的・投資金額的に難易度が上昇し、次

第にごく一握りのメーカーしかフォローできなくなって来ていることが理解される。

装置メーカーにとっても、ファウンドリが販売先として比重を増したことに加え、技

術開発面でもファウンドリとの協力が不可欠となった事情がある。即ち、オープン化の

ためには、複数の装置メーカーが同じ半導体生産ラインを使い装置相互の擦り合わせや

試運転をする必要があるが、この役割を担うものとして大手ファウンドリのラインが重

きをなすことになる。専業ファウンドリは自社ブランド製品がないため半導体メーカー

はライバルではなく、自社ラインから得られた情報を装置メーカーが公表することを厭

28 UMC での聞き取りでも（umc-ir-1）、アプリケーションごとに 2～3 社のパートナーを選定

し、共同で技術開発を進めていく。パートナーの何社かはファウンドリ内にオフィスを置き、

密接なコミュニケーションを保持していると聞いた。
29 例えば、32nm ノードでは、開発・製造にかかるコストを回収するには、3,000 万～4,000 万

個のチップを販売する必要がある。22nm ノードでは、それが 6,000 万～1 億個になる、との

TSMC 幹部による指摘がある（McGrath, 2011）。
30 例えば、TSMC は ARM との協業により、CPU コア「Cortex-A72」を手がけた。16nm FinFET

プロセス世代をターゲットとしたハイエンド CPU コア IP である。両社は、次世代プロセス技

術開発で引き続き協力していく予定であるという（Lipsky, 2015）。
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わないためである。これにより装置メーカーの技術開発パートナーの役割においても、

IDM からファウンドリに比重が移っていった（西村, 2014）。

図 4 半導体プロセスの各世代のプレイヤー

出所）TSMC 会社説明資料より（2013 年 12 月 6 日付、元データは IHS、iSuppli より）。

（2）リソグラフィ／フォトマスク

先端プロセス開発と密接に関連する技術として、TSMC はリソグラフィ（lithography）

とフォトマスク（photomask）についても独自の研究開発を続けている。リソグラフィと

は、フォトレジスト（感光性樹脂）を塗布したウェハ上に、フォトマスク基板に描かれ

た半導体デバイスの回路パターンを短波長の光を使って焼き付け（露光）、感光した部

分とそうでない部分からなるパターンを形成する技術で、微細化の進展に直結するため

半導体製造工程の中で最も重要な技術の 1 つとされる。半導体製造装置は概して高価だ

が露光装置はとりわけ高価で、1 台数十億円ほどもかかり他の装置より価格が 1 桁以上

高い。オランダの ASML や日本のニコン、キャノンが露光装置の主要メーカーである。

TSMC は装置そのものは作っていないが、それを使いこなすための技術・材料について

独自の研究開発を続けており、中でも液浸露光（immersion lithography）技術へは強いこ

だわりを持っている。露光では使う光の波長が短いほど解像度を向上でき、微細化の進

展とともに短波長化が進められてきた。90nm プロセス以降では ArF（フッ化アルゴン）

エキシマレーザー光（発振波長 193nm）が使用されており、さらに投影レンズとウェハ

の間を水で満たしレンズの開口数を拡大し解像度を上げる技術として液浸露光が登場
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した。液浸露光では、露光波長自体は変更されないため露光関連技術に関する基本材料

の継続使用が可能となり新規技術導入のコストが抑えられるのも利点である。

業界で広く普及している液浸露光技術は、実は TSMC の林本堅（Dr. Burn Lin）氏（研

究発展副総経理）の研究に拠るところが多い。2004 年、同社は IBM と並んで、業界で

初めて ArF 液浸露光の歩留まり改善効果を試作チップにより実証し（ASML の ArF 液

浸ステッパーを使用）、その実用化に大きく貢献した。液浸露光には、浸液（純水）中

のマイクロバブルによる欠陥や純水とレジストが接することによる問題（レジストへの

純水の進入、純水中へのレジスト成分の溶出等）、マスクの重ね合せバラつき増大31 と

いった問題がある（木村, 2005）。TSMC は、装置メーカーとも連携しながら、その改善

に取り組み、量産への適用において業界をリードしてきた（付表 1 参照）。なお、TSMC

は ArF 液浸露光技術を 45/40nm 世代で量産に導入し、28nm、20nm、16nm、10nm と 5

世代にわたって利用する方針である。10nm か 7nm 世代（以降）では、次世代露光技術

である EUV 露光装置や電子ビーム（e-beam）露光装置の使用が検討されている。とり

わけ ArF 液浸露光の次の技術として最有力視されているのは EUV 露光で、TSMC は、

EUV の開発を唯一手掛けている ASML から EUV 装置の調達を発表し（2010 年）、それ

以降実用化に向けて関連する技術開発を進めている。32 また ASML の研究開発プログ

ラムに 14 億米ドルを投資しコミットを深めた（2012 年。ASML は同社株式の最大 25％

を売却して研究開発資金を調達しようと計画し、Intel、TSMC、および Samsung の 3 社

が資金提供した）。

フォトマスクはリソグラフィ工程で半導体デバイスの回路パターンをウェハに転写

する原版として用いられ、石英ガラス基板上に微細かつ精密な遮光膜パターンを形成し

たものである。通常 1 つの IC を作るのに数十枚のフォトマスクが必要である。フォト

マスクの製造自体が「もう 1 つのリソグラフィ工程」と呼ばれるように、先ず、ガラス

基板上にクロム系の遮光膜を作成し（フォトマスクブランクスと呼ばれる）、さらにそ

の上にレジストを塗布し、マスク描画装置（電子ビーム、もしくはレーザー光を利用す

る）で回路バターンを形成する。これに現像、エッチング、レジスト除去という作業が

31 即ち、重ね合わせ精度の問題。1 つの IC を作るためには、数十回フォトマスクを交換しなが

ら回路パターンを転写しなければならない。このため、シリコンウェハとフォトマスクの位置ず

れがないことが非常に重要であり、ナノメートルレベルで位置合わせする必要がある。
32 以上のリソグラフィに関する記述は、主に、JEITA（2012, pp.124-127）、木村（2013）、

TSMC（各年版 a の 2008 年版）を参考にした。現状では最先端のリソグラフィは ArF 液浸にダ

ブル・パターンニング／マルチプル・パターンニングなどの多重露光技術を組み合わせた手法

が主流だが、ダブル・パターンニングの本格的導入に伴い製造工程数の増加とコスト上昇に繋

がり、やがて経済合理性が破綻すると予想されている。他方、EUV は次世代露光技術として長

年期待されてきたが、光源の出力不足による低スループットといった難問があり、本格導入は

遅々として進んでいなかった（稲葉, 2015）。TSMC は、10nm と 7nm プロセスの一部のレイヤ

ーに EUV を導入しコスト削減する計画である。EUV 技術では、複数のレイヤーを 1 つのレイ

ヤーに置き換えることで製造プロセスを簡易化できることもメリットであり、特に 7nm の歩留

まりを上げることが出来るという（Patterson, 2015b）。
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続きフォトマスクが製造される。専門のフォトマスクメーカーも存在するが、業界テク

ノロジー・リーダーである TSMC はフォトマスクの研究開発・製造も自社内で行って

いる（ちなみに、台湾ファウンドリ二番手の UMC は外部から調達している）。半導体プ

ロセスの微細化進展に伴いフォトマスクの製造も微細加工技術の向上と様々な課題へ

の対処が必要とされる。それには、光近接効果補正（optical proximity correction：OPC）、

33 超解像技術（resolution enhancement technology：RET）、34 液浸露光への対応、ダブル

パターニングへの対応、35 次世代リソグラフィへの対応（EUV 露光用マスク）、コスト

抑制などが含まれる。36

3.2 特殊プロセス開発

TSMC の研究開発は、全てが先端 CMOS ロジック技術の開発に向けられているわけ

ではなく、「Mr. ABCD」と呼ばれる特殊プロセスへも相応の注意が向けられている。37

前出の図 3 は、TSMC の CMOS ロジックと特殊プロセスの主なものについて、各々、

どのプロセス世代が利用可能かを示したものである（2013 年時点）。一般にメモリやア

ナログなどはファウンドリ・ビジネスには適さないと言われるが、システム LSI を製造

する上でしばしば不可欠となっており、TSMC では顧客の様々なニーズに対応できる幅

広い技術基盤の構築を進めてきている。38 このため、TSMC は、特殊プロセスと CMOS

33 LSI の加工寸法が微細化し露光波長と同等以下になると、マスクパターンの形状や大きさ、隣

接パターンの影響によって、マスクパターンを忠実にウェハ上に露光できなくなる。この現象を

光近接効果という。OPC とは、これに対処するため、変形を見越して、パターンの形状に応じ

て、パターンのエッジに段差を付けたり、別のパターンを加えたり、パターン幅を変えるなどの

補正を行う方法である（https://www.elisnet.or.jp/word/word_detail.cfm?word_id=943）。
34 マスクのパターンをウェハに転写する際に、転写光学系の解像限界付近ではコントラストが

低下したりして、解像しなかったりパターンの忠実度が悪くなる。超解像技術とは、解像力の物

理限界付近までパターン転写を可能にする技術で、位相シフトマスクなどを指す（広義には、

OPC を含む）。位相シフトマスクとは、光の位相や透過率を制御する事で、ウェハへの露光時の

解像度や焦点深度を改善し、転写特性を向上させたフォトマスクのことで、露光波長以下のリソ

グラフィでは標準的に使用されている技術である。
35 微細化が進むと必要な解像度の確保が困難となり、OPC だけでは対処できなくなる。そこで、

回路レイアウトを 2 つ（またはそれ以上）のマスクに分割して露光を行う。これにより、レイア

ウト・ピッチの密度が減少するため、既存の OPC で解像可能となる。この技術をダブルパター

ニング（またはマルチプルパターニング）という。TSMC は 20nm プロセスでこれを採用したが、

他方でコスト増の要因ともなった（朴, 2011）。
36 以上のフォトマスクに関する記述は、大木（2008）、前田（1999, pp.67-69）などを参考にし

た。
37 Mr. ABCD とは、「M」が MEMS やマイコン、「r」が RF、「A」がアナログや車載用

（automotive）、「B」が BCD（bipolar、CMOS、DMOS）パワーデバイス、「C」が CMOS イメ

ージセンサー、「D」がディスプレイを表している（Sun, 2009）。
38 ファウンドリはメモリやアナログのデザインルールも持っており、それに合致する限りは問

題ない。システム LSI は機能で勝負する製品であり、その一部として組み込まれるメモリやア

ナログの部分は、其々単体の製品ほど性能を突き詰める必要はない（例えば、メモリ単体な

ら、ビットコストの低減が重要な課題であり、そのために設計・製造を最適化する）。なお、こ
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ロジック・プロセス（あるいは他のプロセス）との統合（CMOS IP との互換性保持、

CMOS ロジックとの親和性の高い技術の採用）とワンチップ化も鋭意追求している。39

さらに、2.1 節で触れたように、特殊プロセスは旧式生産ラインの活用による稼働率向

上と利益獲得という面でも貢献している。ここでは、同社『公司年報』で取り上げられ

ているこうした特殊プロセスの各々について解説する（付表 1 参照）。

（1）埋め込みメモリ（Embedded Memory）

埋め込みメモリ（組み込みメモリ、混載メモリとも呼ばれる）は、単体ではなく、シ

ステム LSI の一部として混載されるものである。現在量産されている主要メモリは、

SRAM（static random access memory）、DRAM（dynamic random access memory）、フラッ

シュメモリであり、埋め込みメモリとしてもこれらが中心である。SRAM と DRAM は

揮発性（電源を切るとデータが消える）で、フラッシュメモリは不揮発性（電源を切っ

てもデータが消えない）である。

このうち SRAM は、CMOS ロジック・プロセスとの親和性が高く、ほとんど追加工

程を要しない。また高速で低消費電力という特徴を持つため埋め込みメモリとしては最

も普及しているが、大規模な集積化が課題である。DRAM は、SRAM に比べ大容量の

メモリ混載に適しており、大容量領域では SRAM より小面積・低コストという利点が

ある。なお、DRAM については、微細化が進むにつれ DRAM 用キャパシタ（コンデン

サ。ここに電荷を蓄えることで情報を記憶する）形成工程が複雑化し、CMOS 比のウェ

ハコストが増大する傾向がある。また最先端の DRAM セルと最先端ロジックを混載す

る場合、熱処理上の矛盾が発生する（即ち、最先端ロジックのトランジスタは熱に脆弱

だが、DRAM のキャパシタ形成には十分な熱処理が必要である）。

揮発性の SRAM や DRAM はワークメモリ（実際に動かしているプログラムやプログ

ラムが扱うデータなどを一時的に記憶しておくメモリ。書き換え頻度が高い）として使

われる。これに対して、フラッシュメモリは、不揮発性で長期間データの保持はできる

が書込み速度が遅く書き換え回数に制限があるため、マイコンやシステム LSI のオンチ

ップメモリとしてプログラムやデータの格納用に使用され広く普及している。ただし、

データの長期保存のためのセルの信頼性設計の困難さによりデバイス構造が複雑とな

り CMOS 比のウェハコストの増大に繋がる。また、情報の書込み動作のために高電圧

うした異質の機能ブロックを 1 チップ化するメリットとしては、占有面積の縮減、高速化、低

消費電力化、（量産が成功した場合の）コスト削減がある。他方、デメリットとしては、開発過

程の複雑化、異なる半導体プロセスを混載することによる製造コスト増大と歩留まり低下とい

ったことがある。
39 TSMC が提供できる特別なワンチップ化技術の例として、次のようなものが挙がっている。

即ち、CMOS+MEMS、MCU+RF、MEMS+motion processor、RF/PMIC+integrated passives、

analog+DSP、CMOS image sensor+image signal processor、display driver+touch controller（TSMC,

各年版 b の 2013 年版, p.11）。
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が必要だが、ロジック・プロセスの微細化に伴う低電圧化と矛盾するという難しさがあ

る。

混載向きのメモリとは、CMOS ロジックと親和性が高く（プロセスと動作電圧で）、

CMOS 比でみたコスト増加が少ないものであるが、上述のように SRAM 以外では課題

がある。TSMC では、顧客のニーズに応じるためにこうした分野の技術開発・導入も行

い、40 揮発性メモリに関しては、埋め込み 1TRAM（DRAM に似たキャパシタと SRAM

インターフェイスを持つ。ロジック・プロセスでの実現が容易。プロセスノード 0.25～

0.13μm）と埋め込み DRAM（90～40nm）のプロセスを提供している。不揮発性メモリ

では、埋め込みフラッシュメモリ（0.5μm～65/55nm、高機能版や低消費電力版もある）

を中心に幅広いサービスを提供している（後藤, 2001b; TSMC, 各年版 b の 2013 年版,

p.11、および TSMC の HP）。

また顧客との提携による技術開発もある。例えば、2012 年 5 月、日本のルネサスは、

車載用・民生機器用のマイコンに関して 90nm に引き続き 40nm 以降の世代でも TSMC

に製造委託し、マイコン向けのフラッシュメモリ混載プロセスの開発で協力を拡大する

ことを発表した。共同開発の成果は他のファブレスや IDM へも広く提供されることを

想定している（薩川, 2012）。

（2）ミックスド・シグナル／高周波（Mixed Signal/Radio Frequency：MS/RF）

現在のデジタル機器の多くには実はアナログ技術（電圧、電流、周波数、圧力等の

連続した量の大小で表されるアナログ信号を処理する）が必要である。具体的には、

ディスプレイ、スピーカー、マイクなどのヒューマンインターフェイス部、無線部の

アナログ回路、充電器、デジタルとアナログの境界での変換部、カメラ、そしてセン

サーなどで使用されている。そして、デジタル回路とアナログ回路の両方を搭載した

ICはミックスド・シグナル（MS）ICと呼ばれる。MSのシステムLSIは、1チップ中に

アナログ部とデジタル部を持ち、例えば、センサーやマイクなどから入力されたアナ

ログ信号がアナログ部のA-D（アナログ-デジタル）コンバータを通してデジタル信号

に変換される。この信号は、デジタル部で論理演算、加減乗除演算、比較、条件判断

等の各種デジタル演算処理を施され、演算処理の結果はメモリに書き込まれたり、読

み出されたりする。デジタル部からの出力は、表示や外部制御、外部システムへのイ

ンターフェイスなどを行うが、アナログ信号を出力する場合は再びアナログ部のD-A

コンバータによって変換される（図5）。多くのシステムLSIはアナログ部とデジタル

40 技術開発・導入の例としては、埋め込み DRAM に関して、コスト高と熱処理上の課題に対

処するため、MIM（metal-insulator-metal、金属-絶縁体-金属。絶縁層を金属で挟み込んだ構造）

キャパシタを採用している。これにより電極・高誘電率絶縁膜形成が低温で可能となり、しか

も絶縁膜の高誘電率化はプロセスコストの低減に資する。埋め込みフラッシュメモリでは、ス

プリットゲート（split-gate）型メモリセルを採用し、CMOS ロジック・プロセスとの互換性が

高い技術を提供している。
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部が混在している。

また、高周波（RF）回路とは高周波アナログ信号処理を担うもので、無線機器でアン

テナから入った微弱な電波（アナログ）を処理する、もしくはデジタル放送・通信シス

テムでも、搬送波に乗った変調されたデジタル信号を増幅し必要な信号だけを精度よく

取り出すといった用途に使われる（なお、高周波とは電磁波や電気信号のうち無線通信

に利用できる周波数のものである）。41

図 5 ミックスド・シグナル LSI のイメージ

注）PLL（Phase Locked Loop）＝クロック信号の生成や信号の同調などを行う。

出所）桜井（2013）p.12 の図 1.1 を引用。

MS/RF 技術は、今日、多くの半導体製品で成功するための欠くことのできないもので

あり、とりわけ急速に成長している無線通信市場を支えている。TSMC では、標準的な

ロジック・プロセスと互換性を保った MS/RF 向け技術の開発も進めている。同社が提

供する MS/RF プロセスには、Deep N-well、Vt デバイス、MIM（metal-insulator-metal）

キャパシタ、ポリシリコンレジスタ、メタルインダクタ、バラクタ（可変容量ダイオー

ド）などが含まれる。これらは必ず使用しなければならないものではなく、パフォーマ

ンスとコストの兼ね合いで顧客が採否を決める。TSMC は、オプションを用意し顧客の

多様なニーズに対応できるように備える、という姿勢である。42 また、40nm 低電力消

41 以上の MS/RF の説明は、JEITA（2012, pp.30-32, pp.149-154）、桜井（2013, 第 1 章）などを

参考にした。
42 TSMC の専門家によると、どんな製品も大なり小なり何らかのミックスド・シグナル

（MS）デザインを含んでおり、ロジックと MS を区別するのは困難である。ロジック・プロセ

スを MS デザインに使うこともできる。顧客の求めるパフォーマンスの水準が高ければ、MS

メモリ
CPU

デジタル

信号処理部

（論理演算，加減乗

除演算，順序回路，

比較，条件，等）

外部インターフェイス

I/O

I/O

I/O I/Oアナログ処理

A-Dコンバータ

D-Aコンバータ

アナログ処理

PLL

アナログ部
デジタル部

デジタル信号
アナログ信号

クロック



37

費 RF のプロセスデザインキットの提供（2008 年）、電磁界シミュレーション（電磁干

渉に関するシミュレーション）・ベースの LC タンク回路（コイルとコンデンサで構成

される共振回路。受信機の選曲回路、フィルタ回路など向け）設計パッケージ開発（2010

年、2011 年）のような設計支援も行っている。主な応用分野としては、Bluetooth 製品、

携帯電話・スマートフォン、将来的にはモノのインターネット（internet of things：IoT）

などといったものがある（TSMC の HP、および TSMC, 各年版 a）。

（3）シリコン・ゲルマニウム・バイポーラ CMOS（Silicon Germanium Bipolar CMOS：

SiGe BiCMOS）

バイポーラ CMOS（BiCMOS）プロセスは、高周波アナログにとって重要な高速性と

高ゲイン（増幅率）を備えたバイポーラ･トランジスタと（簡単に言うと、アナログ回

路にとってトランジスタは電気信号の増幅素子である）、シンプルで低消費電力のロジ

ック･ゲート構築に最適な CMOS 技術という 2 種類のプロセス技術の長所をあわせ持

ち、RF 部、アナログ部、およびデジタル部を 1 チップで実現する。

ただし、CMOS のデジタル回路とバイポーラのアナログ回路を同居させるのには 1 つ

の困難がある。即ち、CMOS は製造しやすく微細化が大きく進展するが、微細化が進む

とトランジスタの破損を避けるため電源電圧を下げる必要がある（それが低消費電力化

というメリットともなる）。電源電圧を下げると S/N 比（信号対ノイズ比。ノイズとは

不要な好まれざる信号）が低下する。デジタル回路では 1 と 0 の区別が可能なだけの

S/N 比があればよいが、アナログ回路では S/N 比がすぐに限界に達する（アナログは、

ノイズにより元の信号に少しでも変動が出ると、それが表している値の誤差になる）。

その対策が、シリコン･ゲルマニウム（SiGe）を用いたプロセスである。これにより、

シリコンのみを用いた場合よりも低ノイズでより高速なトランジスタが実現できるた

め、アナログ回路に使用することで性能が向上する。またデジタル回路にも一定のメリ

ットがある。ただし、SiGe プロセスは、一般に CMOS プロセスと比べると 2 世代以上

古いプロセスルールを採用するため、チップサイズが大きくなると同時にデジタル部分

のコストがかなり高くなる（線幅が大きいことで高電圧動作が可能となりアナログ回路

には有利であるが）。そのため高速であるというメリットを考慮しても、大半がデジタ

ル回路で占められる製品なら SiGe BiCMOS プロセスで実現することにあまり意味がな

い。43

この技術は、とりわけ高速な動作・信号処理を必要とするミックスド・シグナル IC や

RF に適合する。主な応用製品分野は、高周波数を用いたネットワーキングやワイヤレ

向けの特殊プロセスが推奨されるが、その分コストが高くなる。顧客がシンプルで低価格のも

のを求めるならロジック・プロセスを使用すればよいとのことである（後藤, 2001b）。
43 以上の SiGe BiCMOS の説明は、主に「STMicoelectronics の BiCMOS」（http://www.st-

japan.co.jp/web/jp/about_st/bicmos.html）、Rako（2009）を参考にした。
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スコミュニケーション（携帯電話、WLAN、GPS 機器など）である。TSMC はこのプロ

セスでも、国際半導体技術ロードマップ（ITRS）より先行し、世界第 1 級水準の技術を

確立している（TSMC, 各年版 a の 2010 年版, p.49）。

（4）パワーIC／BCD（Power IC/Bipolar-CMOS-DMOS：BCD）

BCD（バイポーラ-CMOS-DMOS）は、パワーIC（電源管理 IC）のキー･テクノロジー

である。BCD は、高精度アナログ向けバイポーラ、デジタル向け CMOS、およびパワ

ー･高耐圧素子向け DMOS（double-diffused metal-oxide semiconductor の略。二重拡散金

属酸化膜半導体）の 3 種類の異なったテクノロジーを 1 チップ上に形成するプロセス技

術である。これにより、チップの小型化、信頼性の向上、電磁干渉の低減などのメリッ

トが得られる。BCD 技術はワンチップのパワーIC デザインにとって鍵となる。

TSMC の BCD 技術は、12～60 ボルト（V）の幅で、汎用 DC-DC（直流-直流）コンバ

ータ（ある直流電源から、異なる電圧の直流電源を構成するための電源回路）や特定用

途向けパワーIC（例えば、3C および車載用の LED ドライバ、クラス D アンプ、携帯端

末用、モータードライバ向け）をサポートできる。また同社の超高電圧（ultra high voltage：

UHV）技術は、500～800V の幅で、AC-DC（交流-直流）スイッチング電源、DC-AD イ

ンバータ、屋内外LED照明などの応用製品向け回路をサポートしている（TSMCのHP）。

（5）液晶パネル・ドライバ（Panel Driver）

液晶パネル用ドライバは、液晶ディスプレイの各画素に信号を供給するための回路で

あり、通常 IC 化している。ここでは TSMC が長年培ってきた高耐圧技術が生かされて

いる。とりわけ近年は、ディスプレイの高細密化と平均価格上昇、機能統合などが成長

を後押しし、ドライバ IC の需要を引き上げている。また、近年スマートフォン用ディ

スプレイのドライバ IC にタッチスクリーンコントローラーを統合する動きも進んでい

る。TSMC はこうした SoC 化にも対応できる（田中, 2014; TSMC, 各年版 b の 2013 年

版, p.11）。

（6）CMOS イメージセンサー（CMOS Image Sensor：CMOS IS）

CMOS IS は、主にデジタルカメラや携帯・スマートフォンのカメラモジュールなどに

使用されてきたが、現在、自動車や医療機器、監視カメラ、産業用と用途拡大が進んで

いる。この分野は日本の Sony がリードしており、米国 OmniVison、韓国 Samsung が追

撃している。とりわけ、裏面照射（back side illumination：BSI）型イメージセンサーは、

シリコン基板の裏面側から光を照射することで従来比で約 2 倍の感度や低ノイズを実

現できる技術で、Sony が研究開発と量産で先行していた（2008 年 6 月に試作開発成功、

2009 年 2 月に同センサーを搭載したビデオカメラを製品化）。当時、他社が追い付くこ

とは当分ないと予想されていたが、早くも 2008 年 9 月には OmniVison が BSI 技術を使
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った CameraChip センサーの開発を発表し、その後 Sony に続いて量産出荷してみせた。

実は、この開発成功は TSMC との協力により実現されたものであり、チップの製造も

TSMC が請け負っている。ソニーが IDM の強みを生かして確立した加工技術と同等の

ものを TSMC は量産レベルで有しており、ロジックやシステム LSI ばかりでなく、イ

メージセンサーでの製造能力も注視すべきものであることが明らかとなった。44

（7）微小電気機械システム（Micro Electro Mechanical Systems：MEMS）

MEMS は、半導体プロセス技術によってシリコン等の基板上に電気機械構造を 3 次

元的に作り込んだデバイスである。IC がシリコン基板上で電気信号のみを処理するの

に対して、MEMS は材料に上下左右に動く可動部を有し（可動構造がないものも一部含

まれる）、入出力が電気信号だけでなくエネルギー、物理量（動き）、光信号、化学量な

ど多様である点が大きな違いである。加速度センサー、シリコンマイク、光学デバイス、

圧力センサー、インクジェット・ヘッド、RF スイッチ、マイクロディスプレイ、ジャ

イロスコープなど様々な製品がある。

TSMC は 2008 年頃から MEMS のファウンドリ事業化を本格化させた。TSMC が有し

ている MEMS 加工プロセスは、リソグラフィ、エッチング、成膜、解析などの CMOS

ベースのものに加え、シリコン基板に深い溝や複雑な立体構造を作るマイクロマシニン

グ45 と呼ばれるプロセスがある。MEMS も主要部分は半導体集積回路作製技術で作ら

れるため IC の製造設備を流用することができる。しかも、MEMS と IC では、一般的に

IC の方が微細化で先行しているため、旧世代の製造ラインが MEMS に転用できるとい

う利点もある。TSMC では、既存工場（2008 年時点では、新竹科学園区の Fab 2 と Fab

3。前者は 150mm ウェハ、後者は 200mm ウェハのライン）の CMOS IC 向け製造ライ

ンに MEMS 固有の製造設備を追加し量産に充てている。なお、IHS iSuppli によると、

2011 年には TSMC の MEMS 売上高は 5,300 万米ドルに達し、MEMS 専業ファウンドリ

のランキングで世界第 1 位の座を獲得した。46

3.3 配線／パッケージ開発

TSMC は前工程（ウェハプロセス）の受託製造がコアビジネスだが、一部後工程のパ

44 以上の記述は、主に大石（2010）、および Sony と OmniVision によるニュースリリースによっ

ている。
45 マイクロマシニングには、次の 2 種類がある。即ち、①普通の IC と同様にシリコン基板上に

複数の薄膜を形成し、エッチングでセンサーなどある機能を持つ立体構造体をつくる「表面マイ

クロマシニング」、②シリコン基板自体を加工して構造を形成する「バルク・マイクロマシニン

グ」である。前者は CMOS 回路との集積化に適し、後者は自由度の大きな 3 次元構造に適する。
46 以上の MEMS に関する記述は、主に三宅（2008）、NEDO「実用化ドキュメント」（2014 年 2

月。http://www.nedo.go.jp/hyoukabu/articles/201316omron/index.html）、Clarke（2012）に基づく。な

お、自社ブランドメーカーも含めると、2011 年の MEMS 売上高では、STMicroelectronics が 2 億

5,000 万米ドルで世界最大である。
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ッケージや実装分野にもサービスを拡大しており、それに伴う技術開発も実施している。

2008 年には、そのために「配線・パッケージ技術統合開発部門」（Integrated Interconnect

and Package Development Division: IIPD）が設立された。同社『公司年報』（2009 年版以

降）をみると、この分野で主な項目は、配線、パッケージ、3D IC の 3 つであり、以下

で解説する。

（1）配線

先進的配線技術に関しては、配線遅延の極小化が主な課題である。配線遅延とは、配

線抵抗（resistance）や配線間の寄生電気容量（capacitance）によって生じる電気信号の

遅延であり、RC 遅延と呼ばれる（配線抵抗と配線間の寄生電気容量の積に比例する）。

配線抵抗とは配線素材が持つ電気抵抗のことで、その抵抗値は長さに比例し断面積に反

比例する。寄生電気容量とは、回路ブロックを配線で繋ぐとき設計者が意図しない形で

生じた電気容量（静電容量。蓄えられた電荷）である。配線間の距離が近いと大きくな

り、信号の遅延や干渉が増える。IC が大規模化し回路が複雑化すると一般に配線長は

長くなり、線幅は細くなる。また配線間の距離も近くなる。即ち、微細化の進展に伴っ

て RC 遅延が増大し、IC の動作速度を低下させる。

抵抗と容量が小さくなれば配線遅延も少なくなるわけであるが、そのために抵抗の低

い銅（Cu）配線、および配線間の容量を下げる低誘電率層間絶縁膜（low-k 材料）を採

用する必要がある。前者について言えば、従来配線材料として主流であったアルミニウ

ムから銅へのシフトは、1997 年に IBM が銅配線の実用化を表明してから一気にメーカ

ー各社による採用が進んだ。ただし、銅配線には、「銅汚染」（銅は半導体製造過程でシ

リコンの表面などに拡散・付着しやすく、トランジスタがまともに動かなくなる）の問

題があった。TSMC も 130nm 世代で初めて銅配線を採用したが、当初トラブルが多く、

このためある顧客の製品出荷が遅れ大きな損失を与える事態となった。結局、銅配線は

CMP（chemical mechanical planarization、化学機械研磨）とダマシンプロセスにより実用

化された。47 他方、層間絶縁膜は、多層配線構造で層の異なる上下の配線間を絶縁・分

離するための膜（酸化膜）で、誘電率が低い材料を使用することで配線間容量を下げら

れる。求められる誘電率の値は、プロセス世代が進むにつれて小さくなる。48

TSMC は、今や先端プロセス開発で世界をリードする企業の 1 つであり、その時々の

47 銅汚染問題については、大原（2014b）を主に参考にした。CMP は、非常に微細な研磨剤を使

ってシリコンやその上に積層した様々な材料を平らに研磨するための技法である。ダマシンプ

ロセスは、層間絶縁膜に溝を掘ってそこに金属（ここでは銅）を流し込み、次いで表面を研磨し

溝の中だけに金属を残し、銅配線を実現するという手法である。このためには精密な表面研磨が

鍵であり、そこで CMP が不可欠となる。
48 誘電率は、導電性物質では大きく、絶縁性物質では小さい。真空状態は 1.0 である。求めら

れる誘電率の値は、例えば、32nm 世代では、2.2～2.4、22nm 世代では 2.0～2.2、1X 世代では

2.0 以下とされる（前川, 2009）。
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最先端プロセス量産化に向けて配線遅延の極小化に取り組んで来た。近年では、銅配線

の太さと間隔を一層縮小するパターニング技術、および誘電率の極めて低い超低誘電率

（extreme low-k）層間絶縁膜材料の開発で世界的にも高い技術力を持ち、ITRS の予想に

先んじる成果をあげている（TSMC, 各年版 a の 2014 年版, p.63）。

（2）パッケージ／3D IC

半導体のパッケージ技術の進化には、これまで大きく 3 つの革命があったという。即

ち、1970 年代後半に現れた QFP（quad flat package）や SOP（small outline package）に代

表される周辺端子型の表面実装用パッケージが多ピン・高密度化を促進し、初期の挿入

型に取って代わった（第 1 次革命期）。1990 年代に入ってからは多ピン対応のパッケー

ジとしてエリアアレイ端子型の表面実装パッケージである BGA（ball grid array）やチッ

プサイズに近い外形寸法の CSP（chip size package）が登場した（第 2 次革命期）。CSP

はチップ面積が極小化され、モバイル機器向けとして急速に普及した。さらに 1990 年

代末から半導体デバイスや半導体パッケージの 3 次元（3D）積層化や、ウェハレベルパ

ッケージ（wafer level package：WLP）による高密度化が進展した（第 3 次革命期）。WLP

はモバイル機器の小型化要求に応えるため開発されたもので、CSP の一種である。従来

の BGA やリード線付き CSP などと違い、ボンディングワイヤによる内部配線を行なわ

ず半導体の一部が露出したままの形で、ほぼ最小サイズとなる。ウェハレベルとは、再

配線や保護膜、外部端子の形成、樹脂封止といった作業をウェハ段階で行い最後にダイ

シング（個片化）することを意味している。ダイシングした後で加工処理を行う一般的

なパッケージに比べ小型化しやすい（図 6 参照）。49

図 6 パッケージ技術進化の例

出所）各種資料より。

49 以上この段の説明は、主に、半導体技術ロードマップ専門委員会（2008, pp.1-2）、および

Wikipedia「ウエハーレベル CSP」（http://ja.wikipedia.org/）に依拠している。
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この他、1 つのパッケージの中に複数個の LSI を搭載する SiP（system in a package）

や複数のパッケージを積み重ねる PoP（package on package）が、現在、広く実用化され

ている。これらを含め縦方向にチップを積載するものを 3 次元 IC（3D IC）という（SiP

は 2 次元の場合もある）。近年、従来の 2 次元的な微細化（スケーリング）がいよいよ

限界に近づき、微細化以外の方法で IC を進化させる技術として期待されるのが 3D IC

である。厳密にいうと、3D IC とは、積層したダイ（die。ウェハから切り分けられた 1

枚 1 枚のチップ）の接続に従来型のワイヤボンディングなどではなく、より高密度かつ

短距離で接続できる TSV（through-silicon via、シリコン貫通電極）やマイクロバンプと

いった技術を用いたものを指すことが多い（図 7 参照）。この接続技術により、複数の

チップをあたかも 1 つのチップのように高速・低消費電力で動かせ、2 次元の微細化に

頼らず IC を進化させる原動力となる。50

図 7 3D IC－ワイヤボンディング（左）と TSV（右）

出所）各種資料より。

こうしたパッケージ技術の進化に伴い「実装技術」の概念に変化が生じている（図 8

参照）。実装技術とは、半導体特性を十全に発揮させ、電子機器を小型化・高性能化す

る技術である。かつては、実装技術は後工程（特にパッケージ）とほぼ同義であり、前

工程（ウェハプロセス）、後工程、そして（半導体チップを搭載する）プリント基板加

工という単純な分業関係が成り立っていた。ところが、1990 年以降になると、IC の小

型化、高性能化、低コスト化のためにフリップチップ51 やチップ表面の追加再配線、金

属バンプの作製、BGA や CSP などのエリアアレイ構造52 が必要となり、チップに直接

50 以上、この段の記述は、主に、木村（2014）に拠っている。
51 フリップチップとは、チップ表面と基板を電気的に接続する際、ワイヤボンディングのよう

に金線などのワイヤを用いるのではなく、アレイ状に並んだバンプ（bump）によって接続する

方式。バンプとは、IC の電極部に半田などの電気メッキで形成した突起状の接続端子のこと。

実装面積の縮小や（配線が短いために）電気的特性の改良という効果がある。
52 エリアアレイ構造とは、チップの表面に端子やボンディングパッドが格子状に配置されたデ

ザインで、入力／出力（I/O）端子をチップ全面に持つためサイズを小さくできる。ワイヤボン

ディングでは I/O がチップ周辺部にあるため、必要な端子数を揃えるためにチップ面積が大き

ダイアタッチフィルム

ボンディングワイヤダイ
TSV

ダイ

パッケージ基板

バンプ
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加工する必要が出てきた。また半導体チップを搭載する基板でも、高精度ビルドアップ

基板53 やこれを高密度半導体パッケージに適用するためのインターポーザ54 が開発さ

れた。このため実装技術は単純な後工程ではなく、前工程やプリント基板加工とも密接

に関わるものとなっていった。

図 8 ウェハプロセスと実装技術の関係の変遷

出所）傳田（2011）p.15 の図 1-2 を引用。

さらに、2005 年頃から TSV が登場し、実装技術はさらなる新世代に入った。TSV と

は、複数の IC チップを積載する際、従来はワイヤボンディングで行われていた上下チ

くなる。また、エリアアレイでは、ワイヤによる配線スペースが不要で、電源ノイズや配線の

インダクタンス、抵抗による損失も低減できる（日経テクノロジーonline「フリップチップ実装

とは」2006 年 2 月 1 日。http://techon.nikkeibp.co.jp/article/WORD/20060310/114597/）。
53 ビルドアップ工法は、一層毎に積層、穴あけ加工、配線形成などを繰り返すことによって多層

構造のプリント基板を作製する方法で、これを利用して作製された基板をビルドアップ基板と

呼ぶ。一般的なビルドアップ基板は、コア基板と呼ばれる 2 層から 4 層の配線層を形成した芯と

なる基板の表面及び裏面に、それぞれ 1 層から 3 層の配線層を形成した合計 4 層から 10 層の多

層プリント基板である。絶縁体の材質としてエポキシ樹脂やポリイミド、レーザー加工対応プリ

プレグなどが、配線の材質として銅が用いられる（Wikipedia の「ビルドアップ工法」より。

http://ja.wikipedia.org/）。
54 インターポーザとは、端子ピッチが異なる IC チップとメイン基板の間で中継するもの。SiP

のように複数の IC を搭載する場合は、IC 間の接続を担う役割を持つこともある。とくにシリコ

ン（Si）インターポーザは、配線のみを作り込んだシリコンチップで、その上に複数の IC を搭

載する SiP の実現手段である。これにより IC 間の配線を担い、配線長や配線幅を小さくできる。

また、メイン基板へ接続する端子を減らして結果的に端子ピッチを拡大できるといった利点が

ある。ただし、製造コストが高いため用途が限られている（日経テクノロジーonline「Si インタ

ーポーザとは」2007 年 12 月 12 日。http://techon.nikkeibp.co.jp/article/WORD/20071211/143970/）。

第1世代（～1990）

第2世代（1990～）

第3世代（2005～）

ウェハプロセス 後工程
プリント

基板

ウェハプロセス 実装工程 プリント

基板

ウェハプロセス
実装工程 プリント

基板
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ップ間の接続を、チップの内部を垂直に貫通する電極を形成することで行う技術である

（前出図 7 参照）。TSV によるとチップ同士を高密度で接続し、1 つのチップ内と同等

に統合できる。また TSV を採用すれば、配線空間のためにパッケージを広げたり、ダ

イ間にインターポーザを設けたりする必要が無くなることから、3D パッケージの面積

や厚みを縮小することができる。さらに TSV では接続部を極小間隔で配列できるため

数千本単位の接続が提供される（ワイヤボンディングでは 100～200 本程度）。これまで

微細化により 1 チップに多くの機能を詰め込んできたが、今後は複数のチップに小分け

し、それらをパッケージ内で統合することで、高集積化を実現するための鍵として期待

されている。TSV 実装に際しては、ウェハプロセスの最初の段階での穴あけ加工、超薄

型ウェハの加工（ウェハを薄くすることで、TSV 電極の穴あけや金属埋め込みといった

工程が容易になるため）とそれに伴う研磨技術とレーザーやプラズマ技術の使用、およ

び基板技術でもシリコンに近い微細配線加工が要求されるようになった。即ち、前工程、

後工程、プリント基板加工の 3 領域が重なり合うようになってきたのであり、そのため

相互の関連を十分考慮した研究・技術開発、実装を考慮したチップのレイアウト設計が

不可欠となる。また、3D 実装工程では、真空装置などの大型シリコン加工装置が増え、

必要とされる設備投資額も増大している。55

さて、以上を背景として、本来前工程を専門とする TSMC は、近年、実装技術の開発

にも着手し自前のパッケージ工場も擁している。TSMC はこれまで、ASE（日月光半導

體）などの後工程専門企業と分業・協力してきたが、両者の間で業務が競合する部分が

出てきた。ただし、基本的には、TSMC の実装は前工程と関係の深いもので技術的にハ

イレベルなものに限られる傾向がある。56 パッケージや実装分野の技術開発で TSMC

が取り組んでいるものとしては、鉛フリー技術、fan-in／fan-out の WLP、3D SiP、TSV、

CoWoS（chip-on-wafer-on-substrate）、ファインピッチ・シリコンインターポーザ、InFO

（integrated fan-out）などがある。

若干解説を加えると、TSV による 3 次元実装（3D SiP）が微細化に代わる高集積化の

鍵であると前述したが、TSV にはコストが高く、歩留まりが落ちるという問題があり、

チップ間を高密度に接続できさえすれば、必ずしも 3 次元にこだわる必要はないという

55 以上、本段落と前段落の実装技術に関する記述は、主に、傳田（2011, 第 1 章）を参考にした。

また、TSV については、大石・木村・河合（2012）を参考にした。
56 TSMC は、かなり前から後工程分野へもサービスを拡大してきている。既に 2000 年代初頭よ

り、顧客と後工程専門企業を仲介し、TSMC が顧客に代わって前工程と後工程を一括して管理す

るサービスも開始したが、これは包括的なバックエンド・サービスへと発展していった。即ち、

ウェハプロセスに加え、バンピング、ウェハソート、パッケージ、テスト、そして完成した IC

の配送までを一括して請け負うものである。このため後工程専門企業との連携を強めてきた。例

えば、台湾の後工程専門受託企業である ASE は、当該分野で世界最大手であり TSMC とも密接

に連携している。同社は、TSMC が先端プロセス技術の量産体制を整えた段階で、対応する後工

程の準備を終えていなければならない。そこで同社は TSMC 内に後工程の製造装置を設置する

とともに、数十名の技術者を派遣し共同で対応している（筆者不詳, 2010）。
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考え方もある。そこで TSMC が開発したのが CoWoS である。57 CoWoS は高密度のシ

リコン（Si）インターポーザ上に複数の IC チップを平置きで配置・接合し、その後ダイ

シング（個片化）する手法である。個片化された後には、Si インターポーザ上に複数の

IC チップがマイクロバンプで接合された形になっており、さらにその後それがパッケ

ージ基板にバンプで接合され 1 つの製品となる（図 9）。即ち、複数 IC チップ間、およ

び IC チップとパッケージ基板との接続は Si インターポーザに作り込まれた配線層で行

う構造である。IC チップは基本的に平置き（2 次元）だが、Si インターポーザは配線層

のみを持つ Si チップであり、その意味では積層（3 次元）とも看做せ、2 次元と 3 次元

の中間的なものとして「2.5 次元」LSI と呼ばれる。

図 9 CoWoS

出所）木村（2012）p.17 の図 2 を参考にした。

実は、この Si インターポーザには TSV 技術が使われており、配線層のみのため上述

の TSV の問題をある程度回避でき、同時に IC チップ間の高密度接続の効果も一定程度

実現できるという、この意味でも折衷的である。ただし Si インターポーザには TSV 技

術を使うため、やはりコストが高い。そこでよりコストに敏感な用途向けに、TSMC は

InFO と呼ばれる新たな技術を提供する。これはインターポーザを使わず、ウェハ処理

プロセスによって、平面状に並べたチップ間の配線を行う FO-WLP（fan-out wafer level

package）技術の一種である。58 このように、TSMC は TSV による 3D IC だけでなく、

57 CoWoS についての記述は、木村（2012）、中島（2015）を参考にした。
58 上述のように、本来の WLP は、IC パッケージプロセスを全てウェハレベルで行う技術であ

り、全ての I/O（入力/出力）端子がダイ（ウェハから切り分けられた 1 枚 1 枚のチップ）面積内

に配置され（これを fan-in 型という）チップサイズパッケージとなっている。FO-WLP は、WLP

と言いながら、厳密には少し違う。即ち、一旦個片化・検査済みのダイを一定の間隔で支持プレ

ート上に配列し、プレート全体を樹脂で封止した後、支持プレートを取り外し、ダイのむき出し

になった面に再配線層や接続用のバンプを形成し、再びダイシングし完成する。この場合、再配

線層は薄膜で形成され、インターポーザやパッケージ基板を使用しないため、WLP の最大の特

徴ともいえる基板レスとなる。コスト抑制、低背化のニーズにも応えられる。しかも、本来の fan-

in 型の WLP に比べ、樹脂で周囲を封止した分、当初のダイより面積が大きくなり、その分再配

線エリア（そして I/O 端子の実装面積）が広くとれる（これを fan-out 型と呼ぶ）。本来の fan-in

チップA チップB

Siインターポーザ（TSV）

マイクロバンプ

パッケージ基板

バンプ
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より実行可能性が高くコストパフォーマンスの良い技術の開発にも邁進している。

3.4 先進トランジスタ開発

TSMC の『公司年報』には 2009 年版以降、先進トランジスタ開発についての成果報

告が掲載されている。要点は以下のようになる。

・ 2009 年：従来のような微細化（スケーリング）による IC の高度化が近い将来限界

に達することを見据え、ムーアの法則を超えるための対策を講じる。このため、

FinFET のような 3D トランジスタ技術の開発を進める。また、トランジスタ構造へ

の新素材の使用に向けた研究開発を世界の先進的研究機関との連携で実施する。

・ 2010 年：TSMC は低動作電力と低待機電力製品でテクノロジー・リーダーである。

低動作電力用途が高性能製品分野にまで拡大するのに合わせ、トランジスタの改良

を行う。

・ 2011 年：「R&D Process Center（RDPC）」新設。これによりトランジスタの学習サイ

クルが加速されるだろう。

・ 2012 年：シリコンに代わる高速・低電力消費なチャネル素材（ゲルマニウム、III-V

族化合物59）への重点投資。ナノテク応用のトランジスタ構造の新コンセプトの探

究。

・ 2013 年：「2013 International Electron Devices Meeting（IEDM）」にて germanium channel

PMOS（P 型金属酸化膜半導体） FinFET 及び indium arsenide（III-V）channel NMOS

（N 型金属酸化膜半導体） で世界記録を塗り替えるトランジスタ性能を報告。

・ 2014 年：先端ロジック技術からの動作速度向上と低消費電力化ニーズに応えるため

トランジスタ構造と素材でのイノベーションが必要とされる。TSMC はこうした分

野の研究で先頭を行っており、記録破りのゲルマニウム・トランジスタ性能を実現

し、2014 IEDM にて報告した。

若干解説すると、近い将来実用化が見込まれるものとして、3DトランジスタのFinFET

（fin-shaped field effect transistor）がある。LSI に求められる性能が高まるにつれて、ト

ランジスタもその構造が見直されてきている。より高速で低消費電力のトランジスタを、

という要求に応えるため、プロセスの微細化、銅配線、SOI（silicon on insulator。絶縁膜

上に形成した単結晶シリコンを基板とした半導体技術。CMOS LSI の高速性・低消費電

力化を向上させる）、歪シリコン（シリコン結晶に局所的な力を加え、結晶を歪ませる

ことで半導体演算素子を高速化させる技術）、low-k 層間絶縁膜、high-k ゲート絶縁膜と

型の WLP は小型化できる反面、十分なピン・ピッチが確保できないという欠点があったが、fan-

out 型 WLP ではダイのサイズはそのままで多ピン化に対応でき、また SiP への応用が容易とな

る。
59 III-V 族化合物（さんごぞくかごうぶつ）は、アルミニウム、ガリウム、インジウムなどの周

期表 III 族（13 族）元素と、窒素、リン、ヒ素、アンチモンなどの V 族（15 族）元素との化合物

の総称である（Wikipedia、「III-V 族化合物」より。http://ja.wikipedia.org/）。
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いった技術が登場するようになってきた。その中で、FinFET とは現在主流のプレーナ

型（平面型）トランジスタを拡張し、立体的な構造（3D）に改めて、高速動作性能と省

電力性能を高めた新しいトランジスタ構造である。近年、先端チップの主戦場がモバイ

ル機器向けの SoC となり、ハイパフォーマンスかつ低電力消費のプロセス技術が求め

られるようになり、FinFET はこの方面で優位性を持つ。また、FinFET は性能と消費電

力のトレードオフの問題も緩和する。同等のプレーナ型トランジスタと同じ消費電力の

まま動作速度を高めることも、同じ性能のまま消費電力を削減することもできる。

FinFET の原型は、早くも 1989 年に日立製作所の久本大氏らが IEDM で発表したものだ

が、最先端プロセスへの本格的な導入は、2012 年に公開された Intel による 22nm 世代

への FinFET の投入である。TSMC は 16nm 世代に FinFET を導入する（量産開始は 2015

年の予定）。Samsung も 14nm FinFET 技術を導入したモバイルプロセッサの量産を 2015

年に開始しており、同社と提携した GLOBALFOUNDRIES もこれを提供する。3D トラ

ンジスタでも Intel が先行していたが、TSMC も激しく追撃しており、次の 10nm 世代で

は技術差がなくなるという予想もある。60

4 ディスカッションとまとめ

本稿冒頭で述べたように、本研究は、台湾ファウンドリ企業の台頭を支えた技術能力、

具体的には、①柔軟・高効率の生産システム構築と②プロセス（および関連）技術の開

発について、その優位性とそれを背後で支える活動や仕組み等に踏み込んで分析するこ

とが目的である。技術能力の分析に際しては、藤本隆宏教授の「能力構築競争」の分析

枠組みを参考にし、2 つの分野の其々について、「表層の優位性」（生産性・品質・コス

ト管理や技術開発力、オペレーション能力のレベルの高さを反映すると思われる表面に

表れた事象）と「優位性の土台」（表層の優位性の背後でそれを支える活動や仕組み、

それに影響する事業戦略やビジネスモデル）の 2 層から分析することとした。藤本教授

の枠組みを変更し大まかな括り方にしたのは、海外企業に対する詳しい調査の実施可能

性、および半導体製造装置の性能と生産工程の外面からの可視性にまつわる困難さを考

慮したためである。また、他社製品の受託製造（主にウェハプロセス）に特化する専業

ファウンドリのビジネスモデルが、自社製品の設計・製造を主体とする IDM と比べ、

技術能力構築の方向性に少なからぬ違いをもたらす可能性も念頭に置いた。

分析枠組みの精密さや実証データの体系性に制約はあったものの、本稿これまでの分

析から、表 3-1 と表 3-2 に要約されるような様々な側面が見えてきた。これを眺めつつ、

以下では、①台湾ファウンドリによる技術能力向上への継続的努力、②技術能力構築へ

60 以上、FinFET については、大原（2014c）、Lipsky（2015）、後藤（2014）、Patterson（2015a）、

その他（http://www.synopsys.com/Japan/today-tomorrow/Documents/89-6-9.pdf など）を参考にした。
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のビジネスモデルの影響、③工程アーキテクチャ研究への示唆、の 3 点に関して、本研

究からの主な知見を整理してみたい。

表 3-1 台湾ファウンドリの技術能力（1）：生産システム構築（TSMC と UMC に関して）

表層の優位性 優位性の土台

多品種少量生産に

対応する柔軟性

・プラットフォーム戦略（ソリューションとテクノロジーの 2軸で）。

・プロセス技術の拡充（CMOSロジックから様々な特殊プロセスに拡大，そし

て，各プロセスでの世代の進化）。

・工場の自動化推進と工程のコンピュータ制御。

・市場ニーズへ積極的に適応する姿勢（残業を厭わない等）。

・旧式工場の活用（特殊プロセスへの対応に加え，利益獲得面でも貢献）。

生産システムの全

体最適化の推進

・先端装置・ICT管理システムの積極的導入。GIGAFAB 構想。

・生産現場からの要求に応じたCIMの日常的な改良。

・組織がフラットでコミュニケーションが容易。頻繁なミーティング。

・全社的な経験・ノウハウ共有の仕組み（「技術委員会」，データベース作成）。

・その前提である装置やツール，レシピ等の社内標準化推進。

品質・生産性・コス

ト面の継続的改善

・生産性（スループット，サイクルタイム，量産化スピード）指標の改善は，ビ

ジネスモデル上の要請（多数の顧客から受注し装置稼働率を上げ，設備投資を

極力速やかに回収する。同時に，コスト引き下げや time-to-market短縮という顧

客ニーズにも応える）。

・プロセスと生産能力そのものが売り物であり，顧客の基本的な関心（安定した

品質，迅速な納期，コスト低減）に応えるために全体最適化を戦略的に考慮す

る姿勢。

・インテグレーション・エンジニアの役割（歩留まり向上と顧客との窓口役）。

・工場オペレータの役割変化（かつて日常的な改善・トラブルへは，オペレータ

の高い技能で相当程度対応。しかし，近年は品質要求水準が極めて高くなり，

オペレータの責務・権限は限定される）。

迅速なプロセスの

量産立上げ

・研究開発は専用ラインを設けず（EUV 露光のような一部新奇な装置は専用），

大部分は量産ラインで実施。出来るだけ既存の装置とレシピを活用。

・研究開発部門と量産部門（工場）のエンジニア間の密接な連携。

出所）筆者整理。
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表 3-2 台湾ファウンドリの技術能力（2）：プロセス（および関連）技術開発（TSMC に関して）

表層の優位性 優位性の土台

【先端ロジック】

1990 年代末以降，先端

プロセス開発では世

界の先進グループに。

22/20nm以降は，ごく

一握りのプレイヤー

のひとつに。

・2 つの技術世代を 2 チーム体制で同時に開発。→1～3 年ごとに次世代プロ

セスの量産化を実現。

・自社開発重視（開発スピードの管理，顧客スケジュールへの対応のため）

も，一部他社との連携とコンソーシアム活用により負担削減。

・先進的顧客との共同開発（顧客側チームの常駐，技術チームの派遣）。

・先端プロセス向けレシピ開発に高価な先端装置をタイムリーに購入，装置

メーカーと協調。

・リソグラフィやフォトマスクの技術開発へも自社でコミットし，次世代プ

ロセス量産化に伴う課題に逸早く対処。液浸露光，EUV露光では装置メー

カーと協力し実用化推進に貢献。

【特殊プロセス】

「Mr. ABCD」でもプ

ロセスの種類と世代

の両軸に沿って拡充。

特殊プロセスでも高

い技術水準達成。

・プロセスごとに技術開発チームがある。IP やライブラリ等の充実を図る。

・システムLSI の機能ブロックとして必要な技術を広範に揃える戦略。

・オプションを取り揃え，顧客の多様なニーズに応える，という姿勢。

・旧世代生産ラインの活用（ロジック・プロセス用ラインに特別な装置を付

加）によるコスト競争力の獲得。

・CMOSロジック・プロセスとの統合（CMOSIP との互換性保持，CMOSロ

ジックと親和性の高い技術の採用）とワンチップ化技術の追求。

・顧客との共同開発で受注確保と同時に技術基盤の拡充も図る（例：マイコン

向けフラッシュメモリ混載プロセス開発でのルネサスとの協力。BSI 型

CMOSイメージセンサーにおける米OmniVisonとの協力）。

【配線／パッケージ】

後工程（実装技術）の

一部へのサービス拡

大。

・「配線・パッケージ技術統合開発部門（IIPD）」設立（2008 年）。

・パッケージ技術の進化（挿入型→表面実装型→3D IC，WLP，SiP 等高密度

化）と「実装技術」概念の変容（前工程-後工程-プリント基板加工のオーバ

ーラップ化）に対応。

・TSV等による 3D化により，微細化（スケーリング）の限界を乗り越えると

いう業界全体の期待に応える戦略。

・一部，後工程専門企業との競合が生じるが，TSMC の実装は基本的に前工

程と関係が深く技術的にハイレベルなものに限られる。

【先進トランジスタ】

近年，トランジスタ構

造（3Dトランジスタ）

と素材（ゲルマニウ

ム，III-V族化合物）の

開発で優れた成果を

あげる。

・ムーアの法則継続のためトランジスタ自体の新構造・新素材の導入に向か

う業界動向があり，これを先導するのが狙い。

・「R&D Process Center（RDPC）」新設（2011 年）→トランジスタの学習サイ

クルを加速。

出所）筆者整理。

（1）台湾ファウンドリによる技術能力向上への継続的努力

先ず、既存文献では、台湾ファウンドリ、とりわけ TSMC が先発企業との技術ギャッ
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プを急速に埋めていったのは、装置の大モジュール化が進み、当初インテグレーション

能力に限界のあった台湾メーカーがこれに注目し、こうした歩留まりが高く加工時間が

短い最先端装置を積極的に導入したことによるところが多く、しかも、その資金的負担

は台湾の投資優遇制度によりかなりの程度軽減されたという点が指摘されている（立

本・藤本・富田, 2009; 小川, 2014）。1990 年代の台湾メーカーの台頭に関しては、筆者

も、こうした事情が大きく影響したと考える。ただ、その後も台湾ファウンドリが発展

し続け、技術能力も着実に向上してきたことについては、これを指摘するだけでは十分

な説明になっていない。また、（これら既存研究の筆者は、慎重に言葉を選んでいるが）

最先端装置を資金力に任せて大々的に導入すれば容易に競争力を獲得できるというふ

うに俗説化される危険性もあり、これに対しては、事実はそう単純ではないことを指摘

する必要がある。

第 1 に、過去のしがらみに捉われず、事業立ち上げ当初から信頼性と生産性の高い新

型装置や ICT システムを導入し、それをベースに生産システムの構築を進められたこ

とは、後発組であった台湾（およびアジア）メーカーにとって有利に働いたことは確か

であろう。ただし、これらの新技術を使いこなし柔軟・高効率な生産システムを構築す

るには、各企業における様々な努力が必要であることをあらためて強調したい。例えば、

プロセスやソリューションのプラットフォーム化、CIM の日常的な改良、ノウハウ・経

験を全社的に共有する仕組み、その前提であるツールや装置、レシピ、業務プロセス等

の標準化の徹底など本稿第 2 節で見たような取り組みである。そして、断片的なデー

タ・証言からではあるが、こうした取り組みの巧拙・徹底度合いは品質や生産性にも相

違をもたらし、ファウンドリ企業の間でも競合との差別化要因になっているであろうこ

とも指摘された。

第 2 に、ムーアの法則に沿って先端ロジックの世代交代を進めるには、単なる一過性

の投資では済まず、半導体メーカー側も相当の研究開発投資と設備投資を続けなければ

ならない。3.1 節で見たように、プロセス世代が進むにしたがって、それに追随できる

プレイヤーが減少してきている。先端ロジック・プロセスの開発でも、TSMC はで 1～

3 年ごとに次世代技術の量産化に成功してきているが、そのためにリソグラフィやフォ

トマスクの技術開発も含め自社でコミットしている。

第 3 に、やや細かい点にも言及するなら、ファウンドリがプレゼンスを高めるにつれ

て、装置メーカーとの関係はより相互依存的になってきている。本稿 3.1 節では、装置

相互の擦り合せや試運転で IDM に代わりファウンドリの生産ラインが活用されるよう

になったこと、また液浸露光や EUV 露光技術では、当初完成度の低かった露光装置を

TSMC を含む一握りの半導体メーカーが率先して導入し、実用化・量産化に向けて改善

努力をした（している）ことも言及された。

第 4 に、「TSMC の生産ライン構築の基本的方針は、『最先端プロセスを実現する最新

装置を大量に揃える』というものだ。」（立本・藤本・富田, 2009, pp.242-243）という指
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摘があるが、経済合理性と導入技術の選択も慎重に考慮されているという点も付け加え

る必要がある。即ち、プロセス世代が進化する度に新技術・新装置が導入されるが、

TSMC の蒋尚義氏（研究発展資深副総経理、当時）は、「できるだけ現行の技術を再利

用することで投資負担を軽減しています。例えば、90nm ノードから 65nm ノードへ移

行する際には、従来の装置を 70％使い、新しい装置の導入は 30％に抑えてプロセスを

立ち上げています。ただ、この 30％に相当する部分に、どのような技術を導入するかを

見極めることは、非常に難しいといえます。」（Chiang, 2005, p.42）と述べている。

（2）技術能力構築へのビジネスモデルの影響

次に、筆者の枠組みでは、「優位性の土台」の一部として事業戦略やビジネスモデル

の影響が考慮されている。本研究で明らかになったことは、台湾メーカーにおいては、

技術能力向上の努力が、専業ファウンドリというビジネスモデル上の要請としてビルト

インされたものであったということである。即ち、生産性（スループット、サイクルタ

イム、量産化スピード）指標の改善は、多数の顧客から受注し装置稼働率を上げ、設備

投資を極力速やかに回収するというファウンドリ・ビジネスの基本に沿ったものであり、

これは同時に、コスト引き下げや time-to-market 短縮という顧客ニーズに応えることに

も繋がる。ファウンドリはプロセスと生産能力そのものが売り物であり、こうした指標

の改善は職人芸的に個々バラバラに行われているのではなく、顧客の基本的な関心（安

定した品質、迅速な納期、コスト低減）に応えるために、常に優先順位やリソースの配

分を考慮し、全体最適化を戦略的に突き詰めてきた結果であると思われる。TSMC によ

る先端ロジック・プロセスの開発推進や特殊プロセス拡充、さらには後工程・実装分野

と先端トランジスタ開発へのコミットも、専業ファウンドリのビジネスモデルを堅持し

つつ、技術的潮流（微細化の進展、近い将来のその限界への到達、パッケージ技術の進

化）を踏まえながらより多くの顧客の多様なニーズに応える過程で出てきたもので、一

見事業範囲が無暗に膨張しているように思えるが、日本の一部の IDM による自前主義・

百貨店型製品ラインナップとは文脈が大きく異なっている。

日本半導体業界での「経営、戦略、コスト競争力で負けたが、技術では負けていなか

った」という自己評価に対して、少なくとも低コストで半導体デバイスを生産する技術

力ではアジアメーカーにとっくに凌駕されていたことが指摘されている（湯之上, 2009）。

本稿でも、断片的なデータ・事象からではあるが、柔軟・高効率な生産システム構築の

面では大手台湾ファウンドリが日本企業の多くを既に追い抜いていた可能性が高いこ

とを指摘した。まとまった厳密な比較分析は今後の課題とせざるを得ないが、少なくと

も、ビジネスモデルを戦略的に構築し、全体最適化を考慮しつつ、その要請に応える形

で技術能力向上を追求することでは、台湾ファウンドリ（特に TSMC）はかなり徹底し

ていたことは示せたと思う。

TSMC の GIGAFAB 構想も、単に完全自動化の大規模工場に生産能力を集約し、規模
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の経済により運営コスト低減や歩留まりの学習曲線加速を実現したという側面だけを

見るのでは不十分である。これはそもそも多数の顧客からオーダーを吸収できる専業フ

ァウンドリというビジネスモデルで、しかも業界トップの地位にあったから打ち出せた

構想である。この地位を守るため、本稿でみたような様々な付随する努力が不可欠で、

こうしたことが全てうまく噛み合ってこそ成功するのだと言えよう。

（3）工程アーキテクチャ研究への示唆

最後に半導体産業の工程アーキテクチャとインテグレーションの役割をめぐる議論

に関連して、本稿の分析から得られる若干の示唆と今後の課題を提示する。第 1 に、鈴

木・湯之上（2008）では、メモリ半導体の生産工程の分析により、インテグレーション

の役割（製造プロセスの工程間相互関係を考慮した工程フローの開発）を強調し、半導

体の工程アーキテクチャはインテグラル型と判定する。それに対して、藤本（2009）は

「半導体のアーキテクチャは、例えばロジック半導体とメモリ半導体では異なる可能性

があり、一般論は難しい。」と言う（同, p.103）。TSMC や UMC は CMOS ロジックが主

体であり、工場での実際の生産工程は高度にコンピュータ制御されており、一見、特別

複雑な調整もないような様子であった。さらに設計部門との擦り合せについても（ファ

ウンドリでは顧客の設計エンジニアとの調整に相当する）、顧客が当該ファウンドリの

デザインルールを踏まえて設計している限り基本的に問題はない。これを見る限りでは、

ロジック主体のファウンドリの生産工程は少なくともメモリに比べるとモジュラー型

に近いように思われる。ただし、コンピュータによる個別工程の完全制御が可能であっ

たとしても、制御の目標たる工程パラメータの設定で工程間の緊密な相互調整が観察さ

れるのであれば、論理的にはインテグラル型寄りの可能性もある、との指摘もある（同,

p.102）。また、CIM の日常的な改良を通して、あるいはデザインルールや設計支援用の

ツールを構築する過程で、工程間の緊密な相互調整を織り込み一見モジュラー型として

扱えるようにした可能性もある。

これと関連し、第 2 に、本稿 2.1 節で見たように、TSMC はソリューションとテクノ

ロジーの 2 軸の掛け合わせで顧客の多様なニーズに対応するプラットフォーム戦略を

打ち出し、多品種少量生産へ備えている。ソリューションの中には、CMOS ロジック以

外の多様な特殊プロセスが含まれており、比較的旧式の CMOS ロジック生産ラインに

若干の変更を加え、特殊プロセス用に活用していることも指摘された。また、3.2 節で

見たように、特殊プロセスには CMOS ロジック・プロセスとの統合において技術的難

易度の高いケースもある（例えば、SRAM 以外のメモリの混載、あるいはデジタル回路

とアナログ回路のワンチップ化など）。さらに、プロセス世代が最先端か旧世代のもの

かによっても、ワンチップ化の難易度が変わってくる。このように特殊プロセスの統合

においても、当初は複雑な調整や新技術の採用が必要で、その後、調整ノウハウが確立

され、顧客のニーズに応じてオプションとして安定的に提供できるようになったものと
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みられる。この過程で、生産工程のアーキテクチャがインテグラル型寄りからモジュラ

ー型寄りに転換した可能性もある。アーキテクチャの判別には、こうした動態的な見方

も含めた一層踏み込んだ実証分析が必要である。

第 3 に、仮に、ロジック・ベースのファウンドリの生産工程が、メモリのそれに比べ

るとモジュラー型に近かったとしても、インテグレーションの巧拙は依然ファウンドリ

競合間での業績格差（特に品質の安定性の違い）に影響していることが示唆された。同

様に、大手台湾ファウンドリの中でも、TSMC と UMC を比較すると、後者は IDM から

専業ファウンドリに業態転換したことや顧客との合弁で建設していた工場を後に統合

したという発展経緯から、社内工場間における copy exactly の実施という意味では、イ

ンテグレーションの作業が複雑化し TSMC ほどは徹底できていないことも指摘された。

このように同じファウンドリ企業間でもインテグレーションの実施状況は異なってお

り、こうした違いが生じる原因とその業績への影響も今後の研究課題である。

第 4 に、大手台湾ファウンドリでは、研究開発を大部分量産ラインを借りて実施し、

開発部門と量産部門の連携も密接であることから、工程フローの開発と量産化支援とい

うインテグレーションの重要な任務を遂行する上で有利な工夫がなされていると解釈

される。仮に、ファウンドリの生産工程がモジュラー型に近かったとしても、こうした

工夫の必要性は依然あり、この点で日本企業よりも先んじていたらしいことも判明した。

第 5 に、工程アーキテクチャの判定に際して、工程開発過程と生産過程の何れに主に

注目すべきか（あるいはそれ以外の多様な側面も考慮すべきか）については議論がある

（藤本, 2009, pp.100-102）。仮に、生産過程の観察がその判定の 1 つの目安になるとしよ

う。本稿 2.6 節でみたように、台湾ファウンドリ（UMC）では、かつて現場オペレータ

の高度なスキルと問題解決能力が重要な強みと認識されていたが、その後、オペレータ

の権限と責務を制限する方向にシフトしている。これは生産工程の調整がより複雑化し

たことを反映したものであり、即ち、工程アーキテクチャがよりインテグラル化した可

能性を示唆するようにも思われる。微細化の極限までの推進、それに伴う様々な新技術・

新材料の導入、SoC や 3D 化など半導体製品自体の複雑さの増大、顧客の品質・性能（小

型化、低消費電力化、高速化など）への要求水準の高まり、こうしたことが半導体生産

工程のアーキテクチャにいかなる影響を与えているか、この点に関しても、今後、実証

分析を積み重ねていかねばならない。
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付表 1 TSMCのプロセス関連技術開発の主な成果（2005～2014年）
年 先端CMOSロジック・プロセス 特殊プロセス

2005 ■先端ロジック・プロセス：

・Cu/low-k 配線の CMOS logic プロセス，12 インチウ

ェハ90nmでの生産増大。

・65nmの開発完了，プロトタイプ生産開始。

・45nm と32nm世代も開発開始。

■リソグラフィ：

・既存の 193nm液浸露光技術で最先端の 65nmプロセ

スの量産可能性を検証成功。

■フォトマスク：

・製造容易性設計 (DFM) 向けの迅速な lithography

process check (LPC) 技術確立。

・高品質・高コスト効率の 65nm マスク技術，X-metal

mask，45nm世代のマスク技術の開発成功。

■MixedSignal/RadioFrequency(MS/RF)：90/65nmプ

ロセスの要素開発。

■Silicon Germanium (SiGe) BiCMOS：0.18μm SiGe

BiCMOS技術の開発・量産。

■CMOS Image Sensor (IS)：0.18μm 3T CMOS ISプ

ロセス量産成功に続き，0.13μm4Tプロセスの検証

通過。

■Embedded High Density Memory：携帯用機器向け

system-on-a-chip (SoC) 用の高密度組込みメモリの

開発推進。

■Flash/Embedded Flash (eFlash)：車載用組込みフラ

ッシュメモリ技術の開発。無線通信用0.13μm組込

みフラッシュ技術で顧客と協力。90nm組込みフラ

ッシュ技術は開発中。

2006 ■先端ロジック・プロセス：

・65nm量産開始。

・45nm 技術開発推進。45nm low-power 技術検証用

CyberShuttleサービス提供。

■リソグラフィ：

・液浸露光の独自技術により量産基準を満たした欠陥

密度ほぼ零の12インチウェハ試作に成功。

・量産時のスループット向上に向け装置メーカーと協

力中。

■フォトマスク：

・DFM向けのLPC 技術の普及促進。

・高品質・高コスト効率の 55nm マスク技術，X-metal

mask，45nm世代のマスク技術の開発成功。

■MS/RF：90/65nmプロセス技術開発・検証済。

■SiGe BiCMOS：high-voltage版 0.18μm技術開発。

■CMOS IS：0.13μm 4T CMOS IS量産成功に続き，

0.11μm 4Tプロセスを開発。

■Flash/eFlash：車載用0.18μm技術で優れた intrinsic

reliabilityを示す。

2007 ■先端ロジック・プロセス：

・45nm low-power 技術の量産開始。40nm の開発も進

む。

・32nm技術で一定の成果。

■リソグラフィ

・45nm世代量産の液浸露光技術の開発。自社開発の技

術とレジスト材料により欠陥密度ほぼ零を達成，量

産基準を満たす。

■フォトマスク：

・低コスト・高精度の光近接効果補正 (OPC) により，

45/32nm に要求される精度を保ちながらサイクルタ

イムを大幅短縮。LPC技術やDFMは45nmへ適用。

・45nm用電子ビームマスク描画装置等導入。

■Embedded DRAM (eDRAM)：high-speed及び low-

power応用向けの65nm技術を検証済。

■MS/RF：65nm low-power製品の検証と量産成功。

顧客の大手携帯メーカーをサポート。45nm技術も

先進的顧客と共同開発。

■SiGe BiCMOS：歩留まりをMS/RFCMOSと同レ

ベルへ向上。through silicon via (TSV) 技術と合わ

せ，パワーアンプの高機能・高コスト効率化に資

す。

■CMOS IS：0.11μm 4T CMOS ISプロセス (Al Cu

backend) の開発・検証済。

■Flash/eFlash：0.18μm の車載用 eFlash プロセスの

検証完了。0.13μm e Flash技術の検証完了。

2008 ■先端ロジック・プロセス：

・40nm high-performanceと low-power技術の量産開始。

40/45nm開発では主要顧客との協力強化。

・32/28nmでhigh-k/metal gate技術を開発。

■リソグラフィ：

・45/40/28nm 向け液浸露光の量産技術で業界リード。

40/28nm量産に対応しマスク重ね合わせ精度も向上。

■フォトマスク：

・TSMC は独自の解像度向上技術の開発を推進してき

た (OPC，sub-resolutionassist，位相シフトマスク等)。

・LPC，DFMも45/40nmへ適用。

・45/40nm用電子ビームマスク描画装置等導入。

・22nm 向け computational lithography (CL) 技術の開発

■eDRAM：65nmeDRAM(high-speed，low-power版)

量産開始。45nm low-power 試作成功，40nm 汎用

eDRAMの開発推進。

■MS/RF：45nmlow-powerRF技術の検証済。40nm

low-power RFプロセスデザインキット提供。

■SiGe BiCMOS RF：熱ストレス対策として高抵抗

silicon-on-insulatorsubstrate を0.18μmCMOSとSiGe

BiCMOSのプロセスフローに導入成功。

■CMOSIS：0.11μm4TCMOSISプロセス (backside

illumination：BSI 採用) の開発成功 (ハイエンド・

イメージング機器向け)。

■Flash/eFlash：0.18μm の車載用 eFlash プロセスの

検証完了，量産開始。
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進行。 ■Power IC/Bipolar-CMOS-DMOS (BCD)：既に多様

なパワーIC プラットフォームを量産導入 (0.35μm
3.3/5/12 ~40V BCD & 0.25μm 2.5/5/12 ~40+ 60V
BCD)。

■PanelDriver：小型パネル・ドライバ IC用のC013

32V技術を開発。また大型パネル・ドライバ IC用

に3種の高性能・高コスト効率の技術を開発。

年 先端CMOSロジック・プロセス 特殊プロセス 配線／パッケージ

2009 ■先端ロジック・プロセス：

・28nm プロセス (従来技術と high-k/metal gate)

の開発推進。

・20nmプロセスはpathfindingステージ。

■リソグラフィ：

・20nmoptimaldesign gatedensity達成，193nm液

浸露光技術を20nm(あるいは15nm) へ適用可

能に (その後は，次世代露光技術が必要に)。

・次世代技術開発として，multiplee-beammaskless

pre-Alpha toolを導入。

■フォトマスク：

・OPC，スキャナ・パラメータ最適化，マスク技

術の統合で 193nm 液浸露光のトータルソリュ

ーション提供。

・先端的電子ビームマスク描画装置等設置→

28nm製造・20nm研究開発用。

・20nm超世代向けマスク技術開発開始→193nm

液浸露光の double patterning と extreme

ultraviolet lithography (EUV) 露光。

■eDRAM：ゲーム&携帯機器用

40nmlow-power eDRAM開発成功。

■MS/RF：前年記述とほぼ同じ。

■SiGe BiCMOS RF：低密度で追加

コストなしの metal-oxide-metal

(MOM) capacitor の開発 (10V 超応

用)。

■CMOSIS：半導体業界初の1.4μm

pixel (BSI採用) 製造実現。

■Flash/eFlash ： MCU 用 の low

power，ultralowleakage0.18μmFlash

の検証完了。加えて複数の IDMと

90/65nmの車載用，消費財用 eFlash

の共同開発へ。

■PowerIC/BCD：前年記述とほぼ同

じ。

■Panel Driver：前年記述とほぼ同

じ。

Integrated
Interconnect and
Package
Development

Division (IIPD)を

2008年末に設立。

本年主要課題は，

45/40nm先進顧客

製品のスムーズな

増産に向けた課題

解決。

■配線：resistance/

capacitance (RC) 遅

延最小化の配線技

術開発。

■Package：RoHS

に対応し，鉛フリ

ー技術へ徐々に移

行。

2010 ■先端ロジック・プロセス：

・28nm プロセス開発推進。low-power 版は検証

完了，業界初28nmのリスク生産可能へ。25以

上の顧客に 10 回以上の 28nm CyberShuttle サ

ービス提供 (テストチップ，IP検証)。

・20nmプロセスは引き続きpathfinding。

■リソグラフィ：

・28nmで液浸起因の欠陥がほぼ零を達成。

・次世代露光技術開発のため，multiple e-beam

masklesspre-Alphatoolによる20nmパターン描

画をテスト。同様に ASML から EUV 露光装

置を取得すると発表。

■フォトマスク：

・20nm超世代向けマスク技術開発継続，および

EUV マスク製造のインフラ造りに積極的に取

り組む。

・20nmノード試作用マスク開発，製造へ。

■eDRAM：40nmlow-powereDRAM

初期量産。

■MS/RF：28nm 電磁界シミュレー

ション・ベースのLCタンク回路設

計パッケージ開発。

■SiGeBiCMOSRF：0.18μm SiGe-

BiCMOS 技術向上，世界第 1 級水

準へ。

■CMOSIS：裏面照射型 (BSI) セン

サー・プロセス技術を拡充。

■Flash/eFlash ： MCU 用の low-

power，ultralowleakage0.18μmFlash

リリース。加えて，幾つかの IDM

と車載用，産業用，消費財用 eFlash

共同開発推進，90/65/55nm プロセ

ス使用。

■PowerIC/BCD：0.25μmBCDパワ

ーIC 用の再書込み可能型不揮発メ

モリ発表。

■PanelDriver：スマートフォン高解

像度画面向け，および3D TV大型

画面向け技術の開発。
■Micro Electro Mechanical Systems
(MEMS)：ジャイロスコープ，DNA

シークエンサー，モーションセン

サーで成果。

■配線：RC遅延最

小化技術の推進。

28nm超向け極小

抵抗率の銅配線の

開発。

■Package：鉛フリ

ー技術，ハンドヘ

ルド/モバイル機器

向け fan-in wafer
level package

(WLP) 開発。

■3D IC：TSVや

WLP によるコス

ト効率の良い3D

IC開発に顧客と共

同で取組んで来

た。また，その現

実的な代案として
3D system-in-a-
package (SiP) 提

供。
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2011 ■先端ロジック・プロセス：

・28nm 量産開始。High Performance (HP)，High

PerformanceLowPower(HPL)，LowPower(LP)，

High Performance Mobile Computing (HPM)の4

プロセス提供。

・20nm技術開発推進 (プロセスベースライン，

デザインルール，SPICEモデル，信頼性評価)。

・14nm開発開始。

■リソグラフィ：

・28nm世代露光技術はFab 12 (GIGAFAB) へ移

転済み。

・20nm世代ではdouble patterning技術導入。

・液浸露光使用の14nm世代技術開発開始。

・ASML より EUV スキャナー調達 (14nm 超の

露光技術開発用)。

■フォトマスク：

・最新研究開発用マスク設備，Fab12で稼働開始

(電子ビームマスク描画装置等)。EUV マスク

を含め20nm超の研究開発用マスクも提供。

■MS/RF：20nm 電磁界シミュレー

ション・ベースのLCタンク回路設

計パッケージ開発。

■Flash/eFlash：65/55nmの eFlash技

術で幾つか重要な成果 (split gate

cell，hybrid cell)。これを主要 IDM

との共同で次世代 40nm の eFlash

へ拡充していく。

■PowerIC/BCD：0.25μmBCDプロ

セス強化でbipolar junction transistor

改良版の提供。

■PanelDriver：高級機種スマートフ

ォン向け N80HV 技術リリース。

TV ディスプレイ向けで，コスト

40％低減の技術開発中。

■MEMS：加速度計向けモノリシッ

ク技術のリリース。

28nm先進顧客製

品のスムーズな増

産のボトルネック

除去が主な課題。

■配線：RC遅延最

小化が焦点。20nm

超向け。

■Package：ultra-

fine pitch array銅バ

ンプ (鉛フリー)

使用の28nm
bump-on-trace
(BOT) パッケージ

技術の開発・検証

完了。

■3D IC：高コスト

効率の chip-on-
wafer-on-substrate
(CoWoS) と fan-

out WLP を開発。

2012 ■先端ロジック・プロセス：

・28nm プロセスに High Performance Plus (HPP)

とHigh Performance Triple-Gate (HPT)を追加。

各々，HP，HPMより10％動作速度が速い。

・20nmでは，10以上の顧客に2回のCyberShuttle

サービス提供 (IP検証)。

・16nmで技術定義完成，技術開発開始。第3世

代 high-k/metal gate，第 5 世代歪技術，193nm

露光に加え，FinFETtransistor，先進3Dデバイ

ス構造を導入。

■リソグラフィ：

・20nm露光技術の堅実な進展。

・16nm露光は，48nmpitchFinFET実現のため新

奇なパターニング技術を導入。

・液浸スキャナーについて10nmのpathfinding開

始。

・EUV 露光とmultiple e-beam direct-writeは 7nm

向け。装置メーカー (ASML，KLA-Tencor) と

技術協力。

■フォトマスク：

・20nm の double patterning 用マスク技術開発を

完了。16nm，10nm向け技術開発用の最新マス

ク製造ツールを導入。

■MS/RF：次世代RFトランシーバ

(4G LTE) 向けの28nm世代酸窒化

物とポリシリコン・ベースの RF

CMOS技術の開発。

■Flash/eFlash：65/55nmの eFlash技

術で幾つか重要な成果 (車載用

65nm split-gate cell の検証と量産な

ど)。40nm世代で，主要 IDMと共

同で，車載用・消費財用の nitride

film storage flash cell および NOR

type cell開発中。

■PowerIC/BCD：本年，高電圧・パ

ワー技術製品を合計ウェハ 100 万

枚以上出荷。第2世代0.18μmBCD

技術をリリース。

■PanelDriver：スマートフォン・デ

ィスプレイ用ドライバ向け 80nm

高電圧プロセスの量産導入。

■MEMS：加速度計向けモジュラー

MEMS技術をリリース。

包括的なバックエ

ンド・サービスの

開発・提供－先進

的BEOL，fine
pitch silicon
interposer (TSV，

chip stacking)，先

進的WLCSP，
ultra fine pitch large
die lead-free flip chip
packaging。

■配線：RC 遅延最

小化。20nm世代の

銅線の抵抗率で

ITRS予測に先んじ

る。

■Package：鉛フリ

ーパッケージ技術

を 20nm 世代に拡

大。

■3DIC：CoWoSプ

ロセスとパッケー

ジの検証完了，量

産移行。

2013 ■先端ロジック・プロセス：

・28nmで世界初high-k/metal gate triple gate oxide

technology発表，生産検証完了。

・20nmで量産検証通過。

・16nmで生産検証完了。

・10nmは研究開発開始。

■リソグラフィ：

・16nm露光技術，リスク生産段階へ。

・液浸露光は10nmへも適用可。しかし20/16nm

用の double patterning は 10nm には不十分。

multiple patterningが必要。

・NXE3300EUV露光機1台設置。EUV光源の出

■MS/RF：次世代RFトランシーバ

(4G LTE) 向け RF CMOS で 28nm

技術の製品検証成功。20nmの高性

能アナログ&RFソリューション開

発中。

■Flash/eFlash：65/55nm世代NORベ

ースのセル技術が顧客検証を完

了。40nm世代 split-gate cell技術が

車載用・消費財用製品向けに出荷。

28nm (LP，HPM) 向け eFlash 開発

進行中。

■Power IC/BCD/Panel Drivers ：

■配線：低抵抗率の

銅線と低静電容量

の絶縁体の開発が

引き続き焦点。

16nmと10nm超世

代向け対策スキー

ム作成。

■Package：多様な

鉛フリーflipchipパ

ッケージ技術提

供。20nmBOTパッ

ケージ技術の生産
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力不足が主な関心。

・ KLA-Tencor と reflective e-beam lithography

(REBL) 応用で協力。

■フォトマスク：

・16nm用マスク技術の開発完了。

・10nm用技術開発が堅実に進む。

・EUVマスク技術開発も継続。

0.13μm BCD 技術リリース (BCD

技術では初の12インチ工場生産)。

■MEMS：多様な製品 (ギガピクセ

ルのディスプレイ，ヒトゲノム配

列，モーションセンサー，ノイズキ

ャンセル・マイクロフォン) が量

産検証通過。

検証 (携帯機器向

け)。

■3DIC：CoWoSソ

リューション量産

(従来のSoCへの代

案)。

2014 ■先端ロジック・プロセス：

・20nmで量産開始。

・16nm(FinFETPlus) で信頼性試験パス。FinFET

トランジスタに加え，第 3 世代 high-k/metal

gate，第5世代歪技術，先進193nm露光技術を

使用。

・10nmの研究開発は，ベースラインプロセス設

定，歩留まり向上，トランジスタ性能改善，信

頼性評価が焦点。

・7nmは研究開発開始。

■リソグラフィ：

・10nmが研究開発の焦点。特別な解像度向上技

術が必要。

・2台目のNXE3300EUV露光機導入。7nmプロ

セスの要求を満たす性能向上のためASMLと

協力してきた。

・ 7nm 超を睨み multiple e-beam direct-write

lithographyを検討中。

■フォトマスク：

・10nm用マスク技術の開発で相当の進展。

・EUV露光用のマスク技術でも堅実な進展。

■MS/RF：将来の IoT 需要に備え

28/40/55nmの超低消費電力RF技

術開発を開始。

■Flash/eFlash：前年記述とほぼ同

じ。

■Power IC/BCD/Panel Drivers：第2

世代 0.18µm BCD 技術の応用を低

コスト・高性能デバイスに拡大。

■MEMS：モジュラーMEMS 技術

の検証完了，加速度計とノイズキ

ャンセル・マイクロフォン生産。

■GaN(窒化ガリウム)：高電子移動

度トランジスタの開発・量産検証。

■配線：低抵抗率

銅線・低静電容量

絶縁体開発。

10/7nm超向けスキ

ームで成果。

■Package：超ファ

インピッチ銅バン

プBOT技術の

16nm FinFETが検

証完了。UBM-free

fan-in WLP技術検

証完了。

■3D IC：新TSV

プラットフォーム

の生産検証完了。

CoWoS技術応用

範囲拡大

(FPGA→ネットワ

ーク，高性能演

算)。コストに敏感

な製品用に
integrated fan out
(InFO) を開発。

注1）本表は，TSMCの『公司年報（AnnualReport）』のOperationalHighlights（營運概況）＞TechnologyLeadership（技

術領導地位）のプロセス関連技術に関する記述に基づき作成した（英語版を基本に，中国語版も適宜参照した）。項目

ごとに，その年の主な成果・内容を選び要約した。年と項目によってはかなり詳細な記述があり，筆者の判断で大幅

に省略している。ただし，筆者は半導体技術の専門家ではないため，その仕方が十分適切でない可能性もある。より

精確・詳細な情報は，直接TSMC『公司年報』を参照されたし。

注 2）2009 年より，配線／パッケージ，および先進トランジスタ開発に関する項目が付加された。後者については，

本表では省き，本文中（3.4節）で紹介している。

注3）表中の主な略語：BCD=Bipolar-CMOS-DMOS／BEOL=backendofline／BIM=binaryintensitymask／BOT=bump-on-

trace／BSI=back side illumination／CL=computational lithography／CoWoS=chip-on-wafer-on-substrate／DFM=design for

manufacturability／EUV=extreme ultraviolet lithography／FinFET=fin-shaped field effect transistor／FPGA=field-programmable

gate array／InFO=integrated fan-out／LPC =lithography process check／MOM=metal-oxide-metal／MS/RF=mixed signal/radio

frequency／OPC=optical proximity correction／RC=resistance/capacitance／RoHS=restriction on hazardous substances／

SiGe=silicon germanium／SiP=system-in-a-package／SoC=system-on-a-chip／TSV=through silicon via／UBM= under-bump

metallization／WLCSP=wafer level chip scale package／WLP=wafer level package

出所）主に，TSMC（各年版 a）に基づき，筆者作成。
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